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5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊

熱除去・注水系失敗」及び②「外部電源喪失＋交流電源喪失

＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介し

た残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱す

る。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と
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ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，緊急用海水系を用いた残留熱
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事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」及び「外

部電源喪失＋直流電源喪失」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 
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る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによ

って，燃料損傷の防止を図る。また，原子炉補機代替冷却系

を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を

除熱する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡで考慮する設

備の相違により，イベン

トツリーに相違が生じ

ている。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。  

（以降，同様な相違につ

いては記載省略） 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

5.2-1



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

して代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子

炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第5.2.1 

図及び第 5.2.2 図に，手順の概要を第 5.2.3 図に示すととも

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等

対策における設備と操作手順の関係を第 5.2.1 表に示す。 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，事象発生 10 時間までの 6 号及び 7 号炉同時の重大

事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 16名である。その内訳は次のとお

りである。中央制御室の運転員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号

炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 6名であ

る。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行

う緊急時対策本部要員は 5 名，緊急時対策要員（現場）は 2

名である。 

また，事象発生 10 時間以降に追加で必要な要員は代替原

子炉補機冷却系作業を行うための参集要員 26 名である。必

要な要員と作業項目について第 5.2.4 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，16 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

して緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略

系統図を第 5.2－1図に，手順の概要を第 5.2－2 図に示すと

ともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を第 5.2－1 表に示

す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）20 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員 3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は 11 名である。必要な要員と作

業項目について第 5.2－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，20 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩壊熱除去

機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩

対策として原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱手段を整備する。

これらの対策の概略系統図を第 5.2.1－1(1)図及び第 5.2.1

－1 (2)図に，手順の概要を第 5.2.1－2 図に示すとともに，

重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策

における設備と操作手順の関係を第 5.2.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転

員及び緊急時対策要員で構成され，合計 29 名である。その内

訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は５名，緊急時対策要員（現場）は 19 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.2.1－3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，29 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ. 全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 
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る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去系系統流量である。 

 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機

冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操作する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

 

 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ1 台を手動

起動し，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始

する。これにより，原子炉水位が回復する。 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位及び復水補給水系流量

（RHR B 系代替注水流量）等である。 

 

 

 

 

壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系系統流量である。 

 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備及び低圧代替注水

系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止により原

子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇することか

ら，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御室か

らの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）1 個を

開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による原

子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

中央制御室からの遠隔操作により常設代替交流電源設備

による緊急用母線への交流電源供給を開始する。また，常

設低圧代替注水系ポンプ 1 台を手動起動し，原子炉水位の

低下時は低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施

する。これにより，原子炉水位を通常運転水位付近に維持

する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域）及び低圧代

替注水系原子炉注水流量（常設ライン狭帯域用）等である。 

 

 

 

 

る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去ポンプ出口流量である。 

 

ｂ. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，原子炉補機代替

冷却系，低圧原子炉代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

１個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度（ＳＡ）である。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉の低圧状

態維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（Ｓ

Ａ），原子炉圧力等である。 

 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により低圧原子炉代替注水ポンプ

を手動起動し，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子

炉注水を開始する。これにより，原子炉水位が回復する。 

 

 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認

するために必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域），代替

注水流量（常設）等である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了するため，

蒸発量に応じた注水を

実施することにより，原
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ｅ．残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転による崩壊

熱除去機能回復 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子

炉低圧状態の維持を停止する。 

 

 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

常設代替交流電源設備から非常用高圧母線への交流電源

供給の準備が完了後，中央制御室からの遠隔操作により緊

急用海水ポンプ 1 台を起動後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転の再開を確認

するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口

温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

 

 

 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

子炉水位を通常運転水

位付近に維持。 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・

注水系失敗」である。 

なお，5.1「崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シー

ケンス（「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失[フロン

トライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び「崩壊熱除去機

能喪失（代替除熱機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」）は，事象進展が同様なので併せて本重要事故シ

ーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「POS A PCV/RPV 

開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が有効燃料棒頂部

の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の

確保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プ

ラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定に

おいて評価項目を満足することを確認することにより，運転

停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足でき

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」である。 

なお，「5.1.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シ

ーケンス（残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗）は，事象進展が同様なので併せて本重要

事故シーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認す

る。 

 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ Ｐ

ＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が燃

料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保

及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考

慮した想定において評価項目を満足することを確認すること

により，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項

目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」である。 

 

なお，「5.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により残留熱除去機能が喪失した場合につい

ては，事象進展が同様なので併せて本重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

 

 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ 格

納容器及び原子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水へ

の移行状態」が燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維

持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい

想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，他

のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足する

ことを確認することにより，運転停止中の他のプラント状態

においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡにより抽出さ

れる事故シーケンスの

相違。 
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評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1,5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2 表に示す。また，主要な評価条件について，

本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に

基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，

原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱

は約 22MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

37m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※1。 

※1 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原

子炉減圧を実施することとなり，低圧代替注水系（常

設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水が

開始されることとなる。大気圧より高い圧力下での原

子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小さくなるた

め，原子炉圧力が大気圧に維持されているとした評価

は保守的な条件となる。 

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約32m

３／h である。 

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では低圧代替注水系（常設）の注水準備が完了

した後で原子炉減圧を実施することとなり，低圧代替

注水系（常設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧

力で注水が開始されることとなる。大気圧より高い圧

力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小

さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。 

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2－1 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧

力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の

観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS－5.1－1979 の式に

基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，

原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱

は約 14.0MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

23m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

  (c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉水温は52℃とする。 

  (d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では低圧原子炉代替注水系（常設）の注水準

備が完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，

低圧原子炉代替注水系（常設）の注水特性に応じて大

気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大

気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大

気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に

維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，

全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設） 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は

150m3/h とする。 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統の故障等によって，外部電

源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

また，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設） 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は，蒸

発量に応じた注水流量として 27m３／h とする。 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

すべての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

また，原子炉補機冷却系の機能喪失を重畳させるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象とし

て，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水流量

は 200m3/h とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，「5.1

崩壊熱除去機能喪失」で

考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失

した場合についても本

重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対

策の有効性を確認する

ために，原子炉補機冷却

系の機能喪失を重畳す

ることを明記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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(b) 代替原子炉補機冷却系 

 

伝熱容量は約 23MW（原子炉冷却材温度 100℃，海水温

度 30℃において）とする。 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a)事象発生 145 分までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。 

 

(b)低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象

発生 145 分後から開始する。 

 

 

 

 

(c)残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は軸受等の冷

却が必要となるため，代替原子炉補機冷却系の準備が完

了する事象発生 20時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.5 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.6 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に

沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。常

設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事象

(b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系） 

伝熱容量は熱交換器 1 基当たり約 24MW（原子炉冷却材

温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 事象発生 21 分までに中央制御室からの遠隔操作により

常設代替交流電源設備によって交流電源の供給を開始

する。 

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は事

象発生 25 分までに完了するが，原子炉注水操作は原子

炉水位が低下し始める約 1.1 時間後から開始する。 

 

 

 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は軸受等の冷却が

必要となるため，緊急用海水系の準備が完了する事象発

生 4 時間 10 分後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.2

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2－5 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1.1 時間後

に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。

常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事

(b) 原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約 15.7MW（原子炉冷

却材温度 100℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 事象発生２時間までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，

事象発生２時間後から開始する。 

 

 

 

 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，軸受等の

冷却が必要となるため，原子炉補機代替冷却系の準備が

完了する事象発生 10 時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.2－1 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.2－2 図

に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，事象発生から

約 0.9 時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低

下し始める。常設代替交流電源設備による交流電源の供給

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 伝熱容量の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉
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発生から 145 分経過した時点で，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水を行うことによって，原子炉水位は有効

燃料棒頂部の約 2.9m 上まで低下するにとどまる。原子炉水

位回復後は，蒸発量に応じた注水を実施することによって，

原子炉水位を適切に維持することができる。 

 

 

事象発生から 20 時間経過した時点で，代替原子炉補機

冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱を開始する

ことによって，原子炉水温は低下する。 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂

部の約 2.9m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維持

する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.6 図に示すとお

り，必要な遮蔽※2 を確保できる水位である有効燃料棒頂

部の約 2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレー

ティングフロアの床付近としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 145 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び原

子炉格納容器の安定状態を継続できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋オペレーティン

グフロアでの作業時間及び作業員の退避は 1 時間以内

であり，作業員の被ばく量は最大でも 10mSv となるた

象発生から約 1.1 時間後以降は，低圧代替注水系（常設）

により蒸発量に応じた注水を実施することによって，原子

炉水位を通常運転水位付近に維持することができる。 

 

 

 

 

事象発生から 4 時間 10 分経過した時点で，緊急用海水

系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原

子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低下する。 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2－4 図に示すとおり，蒸発量に応

じた注水を実施することによって原子炉水位を通常運転水

位付近に維持することができ，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2－5 図に示すと

おり，必要な遮蔽※が維持される水位である燃料有効長頂部

の約 1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維

持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 25 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び格

納容器の安定状態を継続できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋原子炉棟 6 階で

の作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，

作業員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作

を開始し，事象発生から２時間経過した時点で，低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによっ

て，原子炉水位は燃料棒有効長頂部の約 4.0m 上まで低下す

るにとどまる。原子炉水位回復後は，蒸発量に応じた注水

を実施することによって，原子炉水位を適切に維持するこ

とができる。 

 

事象発生から 10 時間経過した時点で，原子炉補機代替冷

却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に

よる原子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低

下する。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.2－1 図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約 4.0m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維

持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.2－2 図に示すと

おり，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約 1.8m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生２時間後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧原子炉代替注水系（常設）で原子炉注

水を行い，事象発生 10 時間後から，原子炉補機代替冷却系

を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による

除熱を開始することで，長期的に安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv/hとする。全交

流動力電源喪失における原子炉建物原子炉棟４階から

の現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時における

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉

水位が低下する前に低

圧代替注水系（常設）の

準備操作が完了する。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉での現場
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め，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv に対して

余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋オペレーティングフロアでの操作を必要な作業とし

ていないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘ

ッダ）を使用した使用済燃料プールへの注水について仮

に考慮し，可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にか

かる作業時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m 上

（通常水位から約 2.4m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.5, 5.1.6, 5.2.1） 

業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕があ

る。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋原子炉棟 6階での操作を必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プー

ルスプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプ

レイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定

した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定

期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約1.7m 上

（通常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.7，5.2.1） 

被ばく限度の 100mSv に対して，余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を使用

した燃料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型ス

プレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想

定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期事業

者検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上（通常水位から約 3.3m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.5，5.1.6，5.2.1） 

作業員の退避時間を考

慮した評価結果。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能を喪失するこ

とが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作

は，常設代替交流電源設備による受電及び低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及

び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源

が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を

確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及び

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作並びに原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展に有意な影響を与え

られると考えられる操

作として，原子炉補機代

替冷却系を介した残留

熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による原子

炉除熱操作についても

明記。 
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初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a)運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対

して最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給

電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子

炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間

余裕は短くなるが，注水操作や給電操作は原子炉水温に

応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなるが，注水

操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもので

はなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対し

て最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給電操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源

の喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子炉停止から 1 

日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くなる

が，注水操作や給電操作は原子炉水温に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるた

め，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時間は短く

なる場合があるが，注水操作や給電操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失によ

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2.2－1表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a)  運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や

給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全

交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作や給電操

作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもの

ではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条

件を記載。 
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とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失に

よる異常の認知を起点とする操作ものであることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対

して最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h※2 が確保される水位）である有効燃料

棒頂部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時

間，有効燃料棒頂部到達まで約 3 時間となることから，

評価条件である原子炉停止 1 日後の評価より時間余裕は

短くなる。ただし，本時間に対して作業員が現場から退

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進展

に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，

沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和される

が，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容

器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に

与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が

不要となるが，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対し

て最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，原子炉停止

後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は，注水まで

の時間余裕が短くなることから，評価項目に対する余裕は

小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を

用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮

蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv／h が

維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上の高

さに到達するまでの時間は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到

達まで約 4.2 時間となることから，評価条件である原子炉

停止 1 日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，本時

間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及び原子

点とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場

合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩

和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた

対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失による

異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b)  評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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避するまでの時間及び原子炉注水までの時間は確保され

ているため放射線の遮蔽は維持され，原子炉水位が有効

燃料棒頂部を下回ることはないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原

子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時

間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※3。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

炉注水までの時間は確保されているため放射線の遮蔽は維

持され，原子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることはない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約1.7m 上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原子炉停止から

1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くな

る。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水ま

での時間余裕も十分な時間が確保されていることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるが，

原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後の水位低

下量に対して十分小さいことから，評価項目となるパラメ

ータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力

容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展

本時間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及

び原子炉注水までの時間は確保されているため放射線の

遮蔽は維持され，原子炉水位が燃料棒有効長頂部を下回

ることはないことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

場合の評価より時間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が燃料

棒有効長頂部まで低下する時間は長くなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※３。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条

件を記載。 
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事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※3 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評価上の

操作開始時間として，事象発生から 145 分後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，常設代替

交流電源設備からの受電操作については 2 系列の非常用

高圧母線の電源回復を想定しているが，低圧代替注水系

(常設)は非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能で

あり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位

の回復が早まる可能性があることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，復

水移送ポンプの起動操作が常設代替交流電源設備からの

受電操作の影響を受けるが，低圧代替注水系（常設）は

非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能であり，原

子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位の回復が

早まる可能性があることから，運転員等操作時間に対す

る余裕は大きくなる。 

 

 

に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉

減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さい

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を

考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 25 分後を設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，常設代

替交流電源設備からの受電操作については実態の操作時

間が評価上の操作開始時間とほぼ同等であることから，

運転員等操作開始時間に与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，原子

炉水位が低下し始める事象発生から約1.1 時間後に開始す

る。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操

作においては，原子炉水位を監視しながら原子炉注水操作

を実施するため，原子炉水温の上昇が放熱等の影響により

緩やかとなり，沸騰による原子炉水位低下の開始時間が遅

れた場合には原子炉注水開始時間が遅れるが，他の並列操

作はないことから，他の操作に与える影響はない。 

 

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※３ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a)  運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評

価上の操作開始時間として，事象発生から２時間後を設

定している。運転員等操作時間に与える影響として，常

設代替交流電源設備からの受電操作についてはＳＡ低圧

母線及び２系列の非常用高圧母線の電源回復を想定して

いるが，低圧原子炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線

の電源回復後に運転可能であり，原子炉注水操作開始の

時間が早まり，原子炉水位の回復が早まる可能性がある

ことから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作

は，低圧原子炉代替注水ポンプの起動操作が常設代替交

流電源設備からの受電操作の影響を受けるが，低圧原子

炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線の電源回復後に運

転可能であり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原

子炉水位の回復が早まる可能性があることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了する。 
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操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 20 時間後を設定

している。運転員等操作時間に与える影響として，代替

原子炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に 10

時間，その後の作業に 10 時間の合計 20 時間を想定して

いるが，準備操作が想定より短い時間で完了することで

操作開始時間が早まる可能性があることから，運転員等

操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早

まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性があることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は評価

上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注水を

すでに実施していることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 3 時間，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低

下する時間は約 5 時間であり，事故を認知して注水を開始す

るまでの時間が 145 分であるため，準備時間が確保できるこ

とから，時間余裕がある。 

 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，事象発生約

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉

停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，評価上の操作開

始時間として，事象発生から 4 時間 10 分後を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，準備操作が想

定より短い時間で完了することで操作開始時間が早まる可

能性があることから，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電並びに低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作及び原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作時間は評価上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，運転員等操

作時間に与える影響として，操作開始時間は評価上の想

定より早まる可能性があるが，原子炉への注水をすでに

実施していることから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 4.5 時間，原子炉水位が燃料有効長頂部まで

低下する時間は約 6.3 時間であり，事故を認知して注水を開

始するまでの時間が約 1.1 時間であるため，準備時間が確保

できることから，時間余裕がある。 

 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

評価上の操作開始時間として，事象発生から 10時間後を

設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

準備操作が想定より短い時間で完了することで操作開始

時間が早まる可能性があることから，運転員等操作時間

に対する余裕は大きくなる。 

 

 

(b)  評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性がある

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

運転員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は

評価上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注

水をすでに実施していることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認

できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示

す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水

位から放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間は事象発生から約 4.3 時間，原子炉水位が燃料棒有効長

頂部まで低下する時間は事象発生から約 6.1 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間が事象発生から２時

間後であるため，準備時間が確保できることから，時間余裕

がある。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・運用の相違 

5.2-14



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

20時間後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

止時冷却系）運転による原子炉除熱操作は，事象発生 4 時間

10 分後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料 5.2.2，5.2.3） 

 

（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，事象

発生から 10 時間後の操作であるため，準備時間が確保できる

ことから，時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水を継続す

る。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合において

も，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策時における事象発生 10

時間までの必要な要員は，「5.2.1(3)燃料損傷防止対策」に示

すとおり 16 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員

の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の 64

名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり 20 名である。「6.2 重大事故等対

策時に必要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員

（初動）の 37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時に必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり 29 名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策

要員等の 43 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 29 名は夜間・休日
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また，事象発生 10 時間以降に必要な参集要員は 26 名であ

り，発電所構外から 10 時間以内に参集可能な要員の 106 名で

確保可能である。 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7

日間の対応を考慮すると，号炉あたり約 700m3 の水が必要

となる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，合計約

1,400m3の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵

槽に約 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水量を保有

している。これにより，6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮

しても，注水によって復水貯蔵槽を枯渇させることなく，

必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続実施が可能で

ある。 

（添付資料 5.2.3） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

継続に 6 号及び 7 号炉において合計約 504kL の軽油が必要

となる。代替原子炉補機冷却系専用の電源車については，

保守的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の

運転継続に号炉あたり約 37kL の軽油が必要となる。代替原

子炉補機冷却系用の大容量送水車（熱交換器ユニット用）

については，保守的に事象発生直後からの大容量送水車（熱

交換器ユニット用）の運転を想定すると，7 日間の運転継

続に号炉あたり約 11kL の軽油が必要となる。5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7 

日間の対応を考慮すると，合計約 90m３の水が必要である。

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水量を保有して

いる。これにより，注水によって代替淡水貯槽を枯渇させ

ることなく，必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続

実施が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）に

よる電源供給については，保守的に事象発生直後からの運

転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 352.8kL の軽

油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約 800kL の軽油を保

有しており，この使用が可能であることから，常設代替交

流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）による電源供給

について，7 日間の継続が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水につい

ては，７日間の対応を考慮すると，約 300m3の水が必要とな

る。水源として，低圧原子炉代替注水槽に約 740m3及び輪谷

貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有している。こ

れにより，必要な水源は確保可能である。また，事象発生

２時間 30分後以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を大量

送水車により低圧原子炉代替注水槽へ給水することで，低

圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低圧原子炉代替

注水槽を水源とした７日間の継続実施が可能である。 

（添付資料 5.2.3） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。ガスタービ

ン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，

これらの使用が可能であることから，常設代替交流電源設

備による電源供給について，７日間の継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水につい

ては，保守的に事象発生直後からの大量送水車の運転を想

定すると，７日間の運転継続に約 12m3の軽油が必要となる。

原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車については，事

象発生直後からの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約 53m3 の軽油が必要となる。合計約

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 13kL

の軽油が必要となる。（6号及び 7 号炉合計約 613kL) 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及び常設

代替交流電源設備用燃料タンク（約 100kL）にて合計約

2,140kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であ

ることから，常設代替交流電源設備による電源供給，代替

原子炉補機冷却系の運転，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所用可搬型電源設備による電源供給及びモニタリング・ポ

スト用発電機による電源供給について，7 日間の継続が可

能である。 

 

 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，6 号炉で約 1,594kW，7 号炉

で約 1,560kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続

定格容量が 1 台あたり 2,950kW であり，必要負荷に対して

の電源供給が可能である。 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

 

 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約 75kL の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源

供給について，7 日間の継続が可能である。 

 

（添付資料 5.2.5） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 3,276kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続

定格容量は約 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切離しを行うことにより，

24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.6） 

65m3 の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料貯

蔵タンク等にて約 730m3の軽油を保有しており，これらの使

用が可能であることから，大量送水車による低圧原子炉代

替注水槽への給水及び原子炉補機代替冷却系の運転につい

て，７日間の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，約 2,406kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備は連続定格容量が約 4,800kW であり，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源設備容量の相違。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 
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5.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉

の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による

崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグ

ループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策として

は，初期の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供

給手段，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状

態に向けた対策として，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除

去系による原子炉除熱手段を整備している。 

 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失

敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替原子炉

補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱を実施するこ

とにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対

策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について

確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及

び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱

等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動

力電源喪失」に対して有効である。 

5.2.5 結 論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉

の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による

崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグ

ループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策として

は，初期の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供

給手段，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状

態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）による原子炉除熱手段を整備している。 

 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却

失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び緊急用海水

系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除

熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対

策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について

確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及

び緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）に

よる原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグル

ープ「全交流動力電源喪失」に対して有効である。 

5.2.5 結論  

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の

運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ

「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策としては，初期

の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供給手段，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態

に向けた対策として，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱手段を整備して

いる。 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失」について有効性評価を

行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱を実施することにより，燃料損傷すること

はない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未

臨界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，

安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間及

び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の

有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認し

た結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員に

て確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能

である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉

注水及び原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）による原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選

定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して有効で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡにより抽出さ

れる事故シーケンスの

相違。 
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第5.2.1 図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（1/2）（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

 

第5.2.2 図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（2/2）（原子炉停止時冷却及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第 5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉減圧及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水段階） 

 

 

 

 

第5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（2／2）（緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）による原子炉除熱段階） 

 

 

 

 

第5.2.1－1(1)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策

の概略系統図（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第5.2.1－1(2)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策

の概略系統図（原子炉停止時冷却） 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.2.3 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「5.2.1－2 図 「全交

流動力電源喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

第 5.2－2 図 全交流動力電源喪失の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「5.2.1－2 図 「全交

流動力電源喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

5.2.1－2図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

 

 

第 5.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間(1/2) 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

 

 

第 5.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間(2/2) 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

第 5.2－3 図 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

第 5.2.1－3 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に基づ

く差異。 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異。 

・評価上考慮しない操 

作を含めて実際に実

施する操作について

要員の充足性を確認

（ただし，事前に対応

する要員を定めるこ

とが難しい機能回復

操作を除く）。 

・体制の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，シミュ

レータ訓練等において，

中央制御室の対応を１

名にて実施可能なこと

を確認している。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転により 

炉水がサプレッショ

ン・チェンバへ流入する

こと等を防止するため

ミニマムフロー弁等の

電源「切」操作を実施す

ることを記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 5.2.5 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2.6 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.2－4図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2－5 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.2.2－1 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2.2－2 図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①原子炉水温 100℃到

達時間の相違。 

 

②原子炉注水開始時点

の燃料棒有効長頂部か

らの水位の相違。 

 

【東海第二】 

③東海第二は，沸騰開始

前までに注水準備が完

了するため，水位低下が

なく，通常水位を維持す

る評価結果となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

  

① 
① ③ 

② 
② 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
第

5.
2.
1 
表
 「

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
 

 

第
5.
2－

1
表
 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
お
け
る
重
大
事
故
等

対
策
に
つ
い
て
 

 

第
5.
2.
1－

1
表
 
「
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
」
の
重
大
事
故
等

対
策
に
つ
い
て
 

 

本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
，
②

 

②
 

①
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
第

5.
2.
2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

1
/
2）

 

 

第
5.
2－

2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

1
/
2）

 

 

第
5.
2.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

）（
１
/２

）
 

 
 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①条件設定は同じだが，

島根２号炉は柏崎 6/7

と同様に平衡炉心燃料

のサイクル末期の炉心

平均燃焼度に 10%の保

守性を考慮して設定。 

東海第二は許認可炉

心が 13 ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 

また，島根２号炉はＭ

ＯＸ燃料を採用してい

ることを踏まえ，９×９

燃料の代表性を示して

いる。 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②島根２号炉は，「5.1

崩壊熱除去機能喪失」で

考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失

した場合についても本

重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対

策の有効性を確認する

ために，原子炉補機冷却

系の機能喪失を重畳し

ている。 

東海第二は，残留熱除

去海水系喪失を仮定し

ている。 

 

①
 

①
 

②
 

①
 ①

 

②
 

①
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
第

5.
2.
2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

2
/
2）

 

 

第
5.
2.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

２
/
２
）
 

 

第
5.
2.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

2/
2）

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③島根２号炉は，低圧原

子炉代替注水系（常設）

の設計値を設定。 

東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の注

水準備操作が完了する

ため，蒸発量に応じた注

水流量を設定。 

 

【東海第二】 

④東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の注

水準備操作が完了する

ため，注水準備操作と注

水操作を分けて記載。 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

 

③
 ③

 

③
 

⑤
 

⑤
 

⑤
 

④
 

④
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.2.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.2.1 

安定状態について 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，常設代替交流電源設備によ

る交流電源の供給を開始した後，低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持さ

れる。 

 

 

 

その後，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（停止

時冷却モード）により原子炉除熱を開始することで冷温停止状

態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 
 

添付資料5.2.1 

安定停止状態について（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失時の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

常設代替交流電源設備により緊急用母線への交流電源の供

給を開始した後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）により原子炉冷却材の蒸発量に応じて原子炉注

水を実施することによって，原子炉水位を通常運転水位付近で

維持することにより，炉心の冷却が維持される。 

 

 

 

その後，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）により原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移

行することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

 また，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）の機能を維持し，原子炉除熱を行うことにより，安定停

止状態後の状態維持が可能となる。 

（添付資料2.1.2 別紙1） 
 

添付資料 5.2.1 

安定状態について（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，原子

炉安定停止状態が確立されたものとす

る。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，常設代替交流電源設備によ

る交流電源の供給を開始した後，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維

持される。 

 

 

 

その後，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）により原子炉除熱を開始することで冷温

停止状態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立さ

れる。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料破損防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉水位が低下した後に

原子炉注水を開始す

る。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.2.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中

 全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
 

表
1 

評
価

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
（

運
転

停
止

中
 全

交
流

動
力

電
源

喪
失

）
(1

/2
) 

 

添
付
資
料

5.
2
.
2 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中

 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

（
運
転
停
止
中
 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
(1
／
3)
 

 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
(運

転
停
止
中

(全
交
流
動

力
電
源
喪
失
))
 
 
 
 
 
 
 
 

添
付
資
料

5
.
2.
2 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

(運
転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失

))
（
１
／
３
）
 

 
 

 

・相違理由は本文参照。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
表

1 
評

価
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響

（
運

転
停

止
中

 全
交

流
動

力
電

源
喪

失
）

(2
/2

) 

 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
運
転
停
止
中
 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
(2
／
3)
 

 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

(運
転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失

))
（
２
／
３
）
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
運
転
停
止
中
 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
(3
／
3)
 

 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

(運
転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失

))
（
３
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 添付資料 5.2.4 

7 日間における水源の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３  

 

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水 

事象発生約 1.1 時間後，崩壊熱に相当する流量で，代替淡

水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作を実施する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転による原子炉

注水が開始される事象発生後 4 時間 10 分後，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水を停止する。 

 

3. 時間評価 

原子炉注水によって，代替淡水貯槽の水量は減少する。 

事象発生後 4時間 10 分までに残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の運転を再開し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止するため，代

替淡水貯槽の水量の減少は停止する。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約 90m３である。 

 

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7日間の対応において合計約 90m３の水

が必要となるが，代替淡水貯槽に合計約 4,300m３の水を保有す

ることから必要水量を確保している。このため，安定して冷却

を継続することが可能である。 
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・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付資料 5.2.5 

 

7 日間における燃料の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

添付資料 5.2.4 

 

７日間における燃料の対応について 

（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付資料 5.2.6 

 

常設代替交流電源設備の負荷 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

添付資料 5.2.5 

 

常設代替交流電源設備の負荷 

（運転停止中（全交流動力電源喪失））

 

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

常設代替交流電源設

備から電源供給が必要

となる負荷の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機  定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 

充電器，非常用照明，非常用ガス処理系，

モニタリング・ポスト他（Ｄ系高圧母線

自動投入負荷） 

約 518 約 713 約 647 

④ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 約 989 約 857 

⑤ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 約 927 約 872 

⑥ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,293 約 1,231 

⑦ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,401 約 1,341 

⑧ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,511 約 1,451 

⑨ Ｂ－残留熱除去ポンプ 約 560 約 2,415 約 1,786 

⑩ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 2,181 約 1,966 

⑪ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 2,058 約 1,996 

⑫ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 2,498 約 2,296 

⑬ Ｂ－燃料プール冷却ポンプ 約 110 約 2,471 約 2,406 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 5.3 原子炉冷却材の流出〕 
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5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれる

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，①「原子炉冷却材流出（CRD 点検（交換）時の

作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，②「原子炉冷却材流出

（LPRM 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，

③「原子炉冷却材流出（RIP 点検時の作業誤り）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」，④「原子炉冷却材流出（CUW ブロー時の操作誤り）

＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び⑤「原子炉冷却材流出（RHR 系

統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水

系失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原子

炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系

統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材の流出

が発生し，崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このた

め，原子炉冷却材の流出及び燃料の崩壊熱による蒸発に伴い原

子炉冷却材が減少することから，緩和措置がとられない場合に

は，原子炉水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によって

燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，運

転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に

は，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切

替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」，②「原子炉

冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」，③「原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬ

ＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び④「原子炉冷却

材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心

冷却失敗」である。 

 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原

子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続され

た系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材

の流出が発生することを想定する。このため，原子炉冷却材

の流出に伴い原子炉冷却材が減少することから，緩和措置が

とられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出し，

燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によっ

て燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

には，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待すること

が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替

時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」，「原子炉冷却

材の流出（原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出）＋流出隔離・

炉心冷却失敗」，「原子炉冷却材の流出（制御棒駆動機構点検

時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」及び「原子炉

冷却材の流出（局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出）＋

流出隔離・炉心冷却失敗」である。 

 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原

子炉の運転停止中に，原子炉冷却材圧力バウンダリに接続さ

れた系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却

材の流出が発生することを想定する。このため，原子炉冷却

材の流出に伴い原子炉冷却材が減少することから，緩和措置

がとられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出

し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によっ

て燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

には，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待すること

が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

「ＲＩＰ点検時の作

業誤り」はＡＢＷＲ特有

の事象。 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲはＲＨＲの

吸い込み配管が燃料棒

有効長頂部よりも上に

あるため，吸い込み配管

まで水位が低下した時

点で崩壊熱除去機能が

喪失し，以降は崩壊熱に

よる蒸発に伴う水位低

下が加わる。島根２号炉

はＢＷＲ-５であり，Ｒ

ＨＲ吸い込み配管は再

循環配管から取水して

いるため，燃料棒有効長

頂部到達まで崩壊熱除

去機能は維持されるこ

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力容

器からの原子炉冷却材流出の停止や，残留熱除去系（低圧注水

モード）による原子炉注水を行うことで必要量の原子炉冷却材

を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。また，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な熱の

逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における機

能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十

分な冷却を可能とするため，運転員による原子炉冷却材流出の

停止及び残留熱除去系による原子炉注水手段を整備する。これ

らの対策の概略系統図を第 5.3.1 図及び第 5.3.2 図に，手順の

概要を第 5.3.3 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以

下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関

係を第 5.3.1 表に示す。 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 14名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作

対応を行う運転員 6 名である。発電所構内に常駐している要員

のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.3.4 図に示す。 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，14名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

したがって，本事故シーケンスグループでは，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水を行うことで必要量の原

子炉冷却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による最終

的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除

熱する。 

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段を整備する。これらの対策の概略系統

図を第5.3－1 図に，手順の概要を第5.3－2 図に示すととも

に，対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策におけ

る設備と操作手順の関係を第5.3－1 表に示す。 

 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）9 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員 3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名である。必要

な要員と作業項目について第 5.3－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，9 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力

容器からの原子炉冷却材流出の停止や，残留熱除去系（低圧

注水モード）による原子炉注水を行うことで必要量の原子炉

冷却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を

除熱する。 

 

 (3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，運転員による原子炉冷却材流

出の停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉

注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第5.3.1

－1(1)図及び第5.3.1－1(2)図に，手順の概要を第5.3.1－2

図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。ま

た，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.3.1

－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転

員及び緊急時対策要員で構成され，合計 10 名である。その内

訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は５名である。必要な要員と作業項目について

第 5.3.1－3 図に示す。 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，10名で対処可能である。 

 

 

 

とから，評価条件が異な

る。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

個所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 10 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違

に伴う，必要要員数の相
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ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確認 

 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続さ

れた系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材

の流出が発生する。原子炉冷却材の流出が長時間継続した場合，

原子炉水位が低下し残留熱除去系の運転が継続できなくなるこ

とから崩壊熱除去機能喪失に至る。 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確認

するために必要な計装設備は，原子炉水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止

確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏えいし

ている箇所の隔離を行うことで，原子炉冷却材流出が停止する

ことを確認する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの運転

となる。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止を

確認するために必要な計装設備は，原子炉水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確

認 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続

された系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷

却材の流出が発生する。なお，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の吸込み配管の高さは燃料有効長頂部以下にあるた

め，本事故シーケンスの水位低下量においては崩壊熱除去機

能は維持される。 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確

認するために必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域）であ

る。 

（添付資料 5.1.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確

認 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接

続された系統から，運転員の誤操作等により系外への原子

炉冷却材の流出が発生する。なお，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）の吸い込み配管の高さは燃料棒有効長

頂部以下にあるため，本事故シーケンスの水位低下量にお

いては崩壊熱除去機能は維持される。 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を

確認するために必要な計装設備は，サプレッション・プー

ル水位（ＳＡ）等である。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停

止確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏え

いしている箇所の隔離を行うことで，原子炉冷却材流出が

停止することを確認する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの

運転となる。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停

止を確認するために必要な計装設備は，サプレッション・

プール水位（ＳＡ）等である。 

 

 

 

 

 

違。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持される。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

ウェル満水時において

原子炉冷却材流出を優

先的に確認する計器を

記載している。 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後，

原子炉注水を実施する。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

ウェル満水時において

原子炉冷却材流出停止

を優先的に確認する計

器を記載している。 
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ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復するた

め，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注水

モード）運転による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復す

る。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等であ

る。 

ｂ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復するた

め，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を確認する

ために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等である。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復する

ため，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低

圧注水モード）運転による原子炉注水を開始し，原子炉水

位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出

口流量等である。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に伴う原子炉

冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却材の流出量の

観点から「原子炉冷却材流出（RHR 系統切替え時のミニマムフ

ロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である※1。 

 

残留熱除去系は通常，3 系統あるうち 1 系統又は 2 系統を用

いて，崩壊熱除去を実施しており，作業や点検等に伴い系統切

替えを実施する場合がある。系統切替えに当たって，原子炉冷

却材が系外に流出しないように系統構成を十分に確認して行う

が，操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出する事象

を想定している。 

「RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉

冷却材流出事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象で

あり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている「POS B 原子炉

ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最も

厳しい想定である。なお，有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低

下するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状態が厳し

くなるが，その場合であっても2 時間以上の時間余裕※2があり，

かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備の起動等に期待

できるため，原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が可能

であり，評価項目を満足できる。したがって，当該プラント状

態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定において評価

項目を満足することを確認することにより，運転停止中の他の

プラント状態においても，評価項目を満足できる。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に伴う

原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却材の

流出量の観点から，「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切替時

のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である※１。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は通常，2 系統ある

うち 1 系統を用いて，崩壊熱除去を実施しており，作業や点

検等に伴い系統切替を実施する場合がある。系統切替に当た

って，原子炉冷却材が系外に流出しないように系統構成を十

分に確認して行うが，操作の誤り等によって原子炉冷却材が

系外に流出する事象を想定している。 

「ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ」は原子炉冷却材流出事象

発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であり，原子炉

圧力容器の上蓋が開放されている「ＰＯＳ－Ｂ 原子炉ウェル

満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最も厳し

い想定である。なお，燃料有効長頂部まで原子炉水位が低下

するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状態が厳し

くなるが，その場合であっても約 3.5 時間の時間余裕※２があ

り，かつ，原子炉水位（広帯域）による警報発生，緩和設備

の起動等に期待できるため，原子炉開放時と比べて速やかな

検知と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがっ

て，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮

した想定において評価項目を満足することを確認することに

より，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目

を満足できる。 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に

伴う原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却

材の流出量の観点から「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系

切替時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」である※１。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は通常，２系統

あるうち１系統を用いて，崩壊熱除去を実施しており，作業

や点検等に伴い系統切替えを実施する場合がある。系統切替

えに当たって，原子炉冷却材が系外に流出しないように系統

構成を十分に確認して行うが，操作の誤り等によって原子炉

冷却材が系外に流出する事象を想定している。 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出

事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であり，原

子炉圧力容器の上蓋が開放されている「ＰＯＳ－Ｂ 原子炉

ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最

も厳しい想定である。なお，燃料棒有効長頂部まで原子炉水

位が低下するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状

態が厳しくなるが，その場合であっても約1.3時間の時間余裕

※２があり，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備の

起動等に期待できるため，原子炉開放時と比べて速やかな検

知と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがって，

当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した

想定において評価項目を満足することを確認することによ

り，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を

満足できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

残留熱除去系の系統

（熱交換器の数）の相

違。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷却

材の系外流出により原子炉水位が低下するが，有効燃料棒頂部

の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さらに，原子

炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを評

価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価

項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

※1 RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤りによる流

出量は他の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい

（付録 1 別添 柏崎刈羽原子力発電所６号及び 7 号炉確率

論的リスク評価(PRA)について 添付資料 3.1.2.c-3 冷却材

流出事象の流出量及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

※2 流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の

高さまで水位が低下後，蒸発により水位が有効燃料棒頂部ま

で低下するまでの時間（停止 1 日後の崩壊熱を想定） 

（添付資料 5.3.1, 5.3.2） 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価

条件を第 5.3.2 表に示す。また，主要な評価条件について，本

重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開

放時においては原子炉水位計による警報発生，緩和設備の

起動等に期待できる。また，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の吸込配管が有効燃料棒頂部より高い位置に

あるため，有効燃料棒頂部が露出する前に流出が停止する。 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷

却材の系外流出により原子炉水位が低下するが，燃料有効長

頂部の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さらに，

原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できるこ

とを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

※1 ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡは他の原子炉冷却材流出事

象と比べて事象検知の観点で厳しい。 

 

 

 

 

 

 

 

※2 原子炉冷却材の流出により原子炉水位が通常運転水位か

ら燃料有効長頂部まで低下するまでの時間 

（添付資料 5.3.1，5.3.2） 

 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.3－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開

放時においては原子炉水位（広帯域）による警報発生，緩

和設備の起動等に期待できる。 

 

 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷

却材の系外流出により原子炉水位が低下するが，燃料棒有効

長頂部の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さら

に，原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保でき

ることを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

※１ 残留熱除去系切替え時の冷却材流出による流出量は他

の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録１ 

別添 島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評価(ＰＲ

Ａ)について 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の

流出量及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

※２ 原子炉冷却材の流出により原子炉水位が通常運転水位

から燃料棒有効長頂部まで低下するまでの時間 

（添付資料5.3.1，5.3.2） 

 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.3.2－1 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未

開放時においては原子炉水位計による警報発生，緩和設

備の起動等に期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，他の事

象に比べて事象検知が

困難であることに加え，

流出量が大きいことも

踏まえ，「残留熱除去系

切替時の冷却材流出」を

選定している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ＢＷＲ

-５であり，ＲＨＲ吸い

込み配管は再循環配管

から取水しているため，

燃料棒有効長頂部到達

まで崩壊熱除去機能は

維持される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はＢＷＲ-
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(b) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水の

水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使用済燃料プ

ールと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉初期水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系の系統切替え時に原子炉

冷却材が流出するものとする。具体的には，ミニマムフロ

ー弁の閉操作忘れの人的過誤による原子炉冷却材のサプレ

ッション・チェンバへの流出を想定し，流出量は約 87m3/h 

とする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合も，

事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉水温が

100℃に到達するまでの時間が事象発生から 5 時間以上と

長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発につい

ては，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機によって給電を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水の

水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使用済燃料プ

ールと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の系統切替時に原子炉冷却材が流出するものとする。具体

的には，系統構成の際，残留熱除去系停止時冷却注入弁の

開操作が不十分な状態で残留熱除去系ポンプを起動するこ

とにより，残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁がインタ

ーロックにより自動開となり，開固着することによる原子

炉冷却材のサプレッション・チェンバへの流出を想定し，

流出量は約 47m３／h とする。 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合も，

事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉水温が

100℃に到達するまでの時間が事象発生から約 3.7 時間と

長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発につい

ては，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がない場合は，原子炉保護系電源の喪失により

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）のポンプ吸込ライン

の格納容器隔離弁が閉となり，原子炉冷却材流出が停止す

ることとなる。このため，原子炉冷却材流出が継続する厳

しい想定となるよう，外部電源はあるものとする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水

の水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，燃料プー

ルと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の系統切替え時に原子炉冷却材が流出するものと

する。具体的には，ミニマムフロー弁の閉操作忘れの人

的過誤による原子炉冷却材のサプレッション・チェンバ

への流出を想定し，流出量は約 94m3/h とする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合

も，事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉

水温が 100℃に到達するまでの時間が事象発生から５時

間以上と長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び

蒸発については，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象

進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条

件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

 

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，人的過

誤を仮定するため，全閉

すべきミニマムフロー

弁を全開のままとする

ことを想定。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，資源の

観点で厳しい外部電源

なしを設定。なお島根２

号炉では，外部電源の喪

失による原子炉格納容
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ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量

は 954m3/h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中の残留熱

除去系ポンプミニマムフロー弁閉止及び待機中の残留熱除

去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，原子炉水位低

下確認後，原因調査を開始し，事象発生から 2 時間後に実

施するものとする。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易であ

るため，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

操作は残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了

後に実施するものとしている。ただし，両操作とも水位低下

を認知して実施する操作であり, 事象によっては原子炉注

水操作を残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁閉止操作完

了前に実施することもある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.3.5 

図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.3.6 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子炉

水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事象を

認知し，事象発生から 2 時間経過した時点で，残留熱除去系

ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了後，待機中の残留熱除

去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水を行う。 

その後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転

により崩壊熱除去機能を回復する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系） 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は 1,605m

３／h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時

間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

 

(a) 待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水

は，原子炉水位低下確認後，事象発生から 2 時間後に実

施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.3

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.3－5 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子

炉水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事

象を認知し，事象発生から約2 時間経過した時点で，待機

中の残留熱除去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水を行う。 

 

その後は，漏えい箇所の隔離操作を行い，運転中の残留

熱除去系（低圧注水系）を残留熱除去系（原子炉停止時冷

 

 

 ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

   残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量

は 1,136m3/h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中の残

留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止及び待機中の残留

熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，原子

炉水位低下確認後，原因調査を開始し，事象発生から２

時間後に実施するものとする。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易

であるため，残留熱除去系（低圧注水モード）による原

子炉注水操作は残留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止

操作完了後に実施するものとしている。ただし，両操作

とも水位低下を認知して実施する操作であり，事象によ

っては原子炉注水操作を残留熱除去ポンプミニマムフロ

ー弁閉止操作完了前に実施することもある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.3.2－1図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.3.2－2図に

示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子

炉水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事

象を認知し，事象発生から２時間経過した時点で，残留熱

除去ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了後，待機中の残

留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水を行う。 

その後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運

転により崩壊熱除去機能を回復する。 

器隔離弁の閉弁は発生

しない。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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線量率の評価点は原子炉建屋オペレーティングフロアの床

付近としており，有効燃料棒頂部の約 15m 上の水位での線量

率は 1.0×10-3mSv/h 以下であり，この水位において放射線の

遮蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.3.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂部

の約 15m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

 

第 5.3.6 図に示すとおり，必要な遮蔽※3 が維持できる水位

である有効燃料棒頂部の約3.0m 上を下回ることがないため，

放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉

建屋オペレーティングフロアの床付近としている。 

 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨界

は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水を停止し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）運転による原子炉圧力容器除熱を行うことで，安定状

態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性

を確認した。 

※3 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。原子

炉冷却材流出における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1 時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業時に

おける被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋オ

ペレーティングフロアでの操作を必要な作業としていない

が，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を使用

した使用済燃料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型

スプレイヘッダ及びホースの設置にかかる作業時間を想定

した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査作

業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおける線量

率を考慮した値である。 

却系）に切り替えて原子炉除熱を行う。 

線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階の床付近とし

ており，燃料有効長頂部の約15m 上の水位での線量率は1.0

×10－３mSv／h 以下であり，この水位において放射線の遮

蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.3－4 図に示すとおり，燃料有効長

頂部の約 15m 上まで低下するにとどまり，燃料は冠水維持

される。 

第 5.3－5 図に示すとおり，必要な遮蔽※が維持できる水

位である燃料有効長頂部の約 2.6m 上を下回ることがない

ため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点

は原子炉建屋原子炉棟 6 階の床付近としている。 

 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨

界は確保されており，安定状態を維持できる。 

 

 

 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。原子

炉冷却材流出における原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業時

間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時における被ば

く限度の 100mSv に対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋原

子炉棟 6階での操作を必要な作業としていないが，可搬型代

替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプ

レイノズル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備操

作について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及びホースの

設置にかかる作業時間を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率10mSv／h は，施設定期検

査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階における線量率を考

慮した値である。 

 

線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機

台車床としており，燃料棒有効長頂部の約15m上の水位での

線量率は1.0×10-3mSv/h以下であり，この水位において放射

線の遮蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は第 5.3.2－1図に示すとおり，燃料棒有効長

頂部の約 15m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持さ

れる。 

第 5.3.2－2 図に示すとおり，必要な遮蔽※３が維持でき

る水位である燃料棒有効長頂部の約 2.5m 上を下回ること

がないため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の

評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床とし

ている。 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨

界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）に

よる原子炉注水を停止し，残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転による原子炉圧力容器除熱を行うことで，

安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv/hとする。原子

炉冷却材流出における原子炉建物原子炉棟４階からの現

場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ばく量は

最大でも20mSvとなるため，緊急作業時における被ばく限

度の100mSvに対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物

原子炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，燃料

プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を使用した燃

料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノ

ズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率10mSv/hは，定期事業者検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考

慮した値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 
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この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 3.0m 上（原

子炉ウェル満水から約 14m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.6，5.3.3） 

 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約2.6m上（原

子炉ウェル満水から約14m下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.3.1，5.3.3） 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約2.5m上

（原子炉ウェル満水から約14m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.6，5.3.3） 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転員等

操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）により，水

位を回復させることが特徴である。また，不確かさの影響を確認

する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水操作とする。 

 

 

 (1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.3.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を確認する。また，評価条件

の設定に当たっては，評価項目に対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから,その中で事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉水温は評価条件の52℃に対して最確条件

は約 37℃～約 48℃であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉水温よ

り低くなり，沸騰開始時間は遅くなるため，原子炉水位が有

効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなり，原子炉冷却材流

出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転

員等操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水系）により，

水位を回復させることが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水操作とする。 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.3－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目に対する余

裕が小さくなるような設定があることから，その中で事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響

評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転

員等操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）に

より，水位を回復させることが特徴である。また，不確かさ

の影響を確認する運転員等操作は，原子炉冷却材流出の停止

操作及び待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原

子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

a. 初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.3.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目に対する余

裕が小さくなるような設定があることから,その中で事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響

評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施すると

しており，不確かさの影

響を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持されること，また崩壊

熱除去機能喪失を仮定
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初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満水に

対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なり，原子

炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よりも原子炉初

期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実施しており，また

原子炉冷却材流出の停止のための隔離操作は，原子炉冷却材

流出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲート

閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる保有水量より多くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂

部まで低下する時間は長くなるが，原子炉冷却材流出の停止

及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作で

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧

力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原

子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位計による警報発生，

緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まるた

め，運転員等操作時間が早くなり，原子炉圧力容器の開放時

は，評価条件と同様となるが，原子炉冷却材流出の停止及び

注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作である

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉水温について，評価条件の 52℃に対して

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満

水に対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異な

り，原子炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よ

りも原子炉初期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実

施しており，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲー

ト閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している保有水量より多くなるため，原子炉水位が燃料

有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，原子炉注水操

作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

る。原子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位（広帯域）

による警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流

出の認知が早まるため，運転員等操作時間が早くなり，原

子炉圧力容器の開放時は，評価条件と同様となるが，原子

炉注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作で

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満

水に対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異な

り，原子炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よ

りも原子炉初期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実

施しており，また原子炉冷却材流出の停止のための隔離

操作は，原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲ

ート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価

条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している保有水量より多くなるため，原子炉水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，

原子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流

出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異

なる。原子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位計によ

る警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出

の認知が早まるため，運転員等操作時間が早くなり，原

子炉圧力容器の開放時は，評価条件と同様となるが，原

子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出

の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

  

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

した場合も，原子炉水温

が 100℃に到達するま

での時間が事象発生か

ら５時間以上と長いた

め，崩壊熱による原子炉

水温の上昇及び蒸発を

考慮していない。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施する。 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施する。 

 

 

 

 

・評価方針の相違 
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最確条件は約 37℃～約 48℃であり，評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉

初期水温より低くなり，沸騰開始時間は遅くなるため，原子

炉水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につい

て，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェル満水

に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子炉圧力容器

の開放時は，原子炉ウェルの水張りを実施しているため初期

水位が原子炉ウェル満水と高い位置となるが，原子炉圧力容

器等の遮蔽に期待できず，また原子炉水位計の警報による運

転員の認知に期待できないため，速やかな認知が困難である。

一方，原子炉圧力容器の未開放時は,原子炉圧力容器の開放時

と比べて，初期水位が低い位置であるが，原子炉圧力容器等

の遮蔽に期待でき，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩

和設備の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まり，さ

らに放射線の遮蔽を維持できる有効燃料棒頂部の約 2.0m 上

に到達するまでの時間（約 1 時間）は認知の時間に比べて十

分長い。 

 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際も必

要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。また，原子炉水位が有効燃

料棒頂部まで低下する時間（停止１日後）は 2 時間以上と長

く，認知後すぐに隔離による原子炉冷却材流出の停止操作及

び原子炉注水操作を行えるため，操作時間が十分あることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につい

て，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェル満

水に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子炉圧力

容器の開放時は，原子炉ウェルの水張りを実施しているた

め初期水位が原子炉ウェル満水と高い位置となるが，原子

炉圧力容器等の遮蔽に期待できず，また原子炉水位（広帯

域）の警報による運転員の認知に期待できないため，速や

かな認知が困難である。一方，原子炉圧力容器の未開放時

は,原子炉圧力容器の開放時と比べて，初期水位が低い位置

であるが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，かつ，原

子炉水位（広帯域）による警報発生，緩和設備の起動等に

より原子炉冷却材流出の認知が早まり，さらに放射線の遮

蔽を維持できる燃料有効長頂部の約 1.7m 上に到達するま

での時間（約 2.3 時間）は認知の時間に比べて十分長い。 

 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際も

必要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。また，原子炉水位が

燃料有効長頂部まで低下する時間は約 3.5 時間と長く，認

知後すぐに原子炉注水操作を行えるため，操作時間が十分

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につ

いて，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェ

ル満水に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子

炉圧力容器の開放時は,原子炉ウェルの水張りを実施し

ているため初期水位が原子炉ウェル満水と高い位置とな

るが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待できず，また原子

炉水位計の警報による運転員の認知に期待できないた

め，速やかな認知が困難である。一方，原子炉圧力容器

の未開放時は，原子炉圧力容器の開放時と比べて，初期

水位が低い位置であるが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期

待でき，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備

の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まるため，

放射線の遮蔽を維持できる燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上に到達するまでの時間（事象発生から約 50分）までの

認知が可能である。 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際

も必要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。また，原子炉

水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は約 1.3 時間

の時間余裕があり，認知後すぐに隔離による原子炉冷却

材流出の停止操作及び原子炉注水操作を行えるため，操

作時間が十分あることから，評価項目となるパラメータ

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持されること，また崩壊

熱除去機能喪失を仮定

した場合も，原子炉水温

が 100℃に到達するま

での時間が事象発生か

ら５時間以上と長いた

め，崩壊熱による原子炉

水温の上昇及び蒸発を

考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプール

ゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件

で設定している保有水量より多くなるため，原子炉水位が有

効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要

員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等

操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価

し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の操作

開始時間として，事象発生から 2 時間後を設定している。運

転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操作におい

ては，運転員の残留熱除去系系統切替え時のプラント状態確

認による早期の認知に期待できるため,評価の想定と比べ，早

く事象を認知できる可能性があり，評価上の操作開始時間に

対し，実態の原子炉冷却材流出の停止操作が早くなることか

ら，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水位の低下

に伴う異常の認知及び現場操作の時間を考慮し，事象発生か

ら 2 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響

として，原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知する

ことは容易であり，評価では事象発生から 2 時間後の原子炉

注水操作開始を設定しているが，実態は運転員の残留熱除去

系系統切替え時のプラント状態確認による早期の認知に期待

でき，速やかに原子炉注水操作を実施するため，その開始時

間は早くなることから，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプー

ルゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評

価条件で設定している保有水量より多くなるため，原子炉

水位が燃料有効長頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

注水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水位の

低下に伴う異常の認知を考慮し，事象発生から約 2 時間後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知することは

容易であり，評価では事象発生から約 2 時間後の原子炉注 

水操作開始を設定しているが，実態は運転員の残留熱除去

系（原子炉停止時冷却系）系統切替時のプラント状態確認

による早期の認知に期待でき，速やかに原子炉注水操作を

実施するため，その開始時間は早くなることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

に与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプ

ールゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であ

り，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合

は，評価条件で設定している保有水量より多くなるため，

原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長く

なることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の

操作開始時間として，事象発生から２時間後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運

転操作においては，運転員の残留熱除去系系統切替え時

のプラント状態確認による早期の認知に期待できるた

め，評価の想定と比べ，早く事象を認知できる可能性が

あり，評価上の操作開始時間に対し，実態の原子炉冷却

材流出の停止操作が早くなることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水

位の低下に伴う異常の認知及び現場操作の時間を考慮

し，事象発生から２時間後を設定している。運転員等操

作時間に与える影響として，原子炉水位低下時に原子炉

注水の必要性を認知することは容易であり，評価では事

象発生から２時間後の原子炉注水操作開始を設定してい

るが，実態は運転員の残留熱除去系系統切替え時のプラ

ント状態確認による早期の認知に期待でき，速やかに原

子炉注水操作を実施するため，その開始時間は早くなる

ことから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等操作

時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，原

子炉水位の低下を緩和する可能性があることから，評価項目

となるパラメータに与える余裕は大きくなる。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに与える余裕は大

きくなる。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，必要な遮

蔽が確保される最低水位に到達するまで約 13 時間であり，事

故を認知して原子炉注水を開始するまでの時間は2 時間である

ことから，時間余裕がある。 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水

操作について，必要な遮蔽が確保される最低水位に到達するま

で約 13 時間であり，事故を認知して原子炉注水を開始するま

での時間は 2 時間であることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態

の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可

能性があることから，評価項目となるパラメータに与える

余裕は大きくなる。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）の注水操作

について，必要な遮蔽が維持される最低水位に到達するまで約

20 時間であり，事故を認知して原子炉注水を開始するまでの時

間は 2 時間であることから，時間余裕がある。 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早

まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性があることか

ら，評価項目となるパラメータに与える余裕は大きくな

る。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に与える余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，必要な

遮蔽が確保される最低水位に到達するまでの時間は事象発生

から約10時間後であり，事故を認知して漏えい箇所の隔離が

完了し，原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生から２

時間後であることから，時間余裕がある。 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作について，必要な遮蔽が確保される最低水位に到達す

るまでの時間は事象発生から約10時間後であり，事故を認知

して原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生から２時間

後であることから，時間余裕がある。 

（添付資料5.3.4） 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施

する。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

5.3-13



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料 5.3.4） 

 

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，6 

号及び 7 号炉同時の重大事故等対策時における必要な要員は，

「5.3.1(3)燃料損傷防止対策」に示すとおり 14 名である。「6.2 

重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運

転員，緊急時対策要員等の 64名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件

にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェンバ

のプール水を水源とすることから，枯渇することはないため，7 

日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発

生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約 753kL の軽

油が必要となる。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につ

いては，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.3.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり9 名である。「6.2 重大事故等対

策時に必要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員

（初動）の37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の

条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源とすることから，枯渇することはな

いため，7 日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

本重要事故シーケンスは，外部電源がある場合を想定し

た事象であるため，軽油貯蔵タンクに保有する軽油の使用

は想定していない。 

 

 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.3.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等対策

時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時

対策要員等の43名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の

条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水につ

いては，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・

チェンバのプール水を水源とし，循環することから，枯渇

することはないため，７日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

保守的に事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転

継続に約 700m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発

電機燃料貯蔵タンク等にて約730m3の軽油を保有しており，

これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発

 

 

 

 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 10 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA 事

象を鑑みて，外部電源の

喪失を仮定している。 
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継続に合計約 13kL の軽油が必要となる。（6 号及び 7 号炉合計

約 1,519kL） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 

号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使用が

可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.3.5） 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発

電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉において

重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル

発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機によ

る電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及

びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスは，外部電源がある場合を想定し

た事象であるため，非常用ディーゼル発電機等からの電源

供給は想定していない。 

電機等による電源供給について，７日間の継続が可能であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

（添付資料5.3.5） 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等は負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA 事

象を鑑みて，外部電源の

喪失を仮定している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

・設備設計の相違 

 【柏崎 6/7】 

5.3-15



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

ての電源供給が可能である。  モニタリングポスト

は非常用交流電源設備

又は常設代替交流電源

設備による電源供給が

可能である。 

 

5.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系統

切替え操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出するこ

とで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に至るこ

とが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流

出」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系による

原子炉注水手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事故

シーケンス「残留熱除去系の系統切替え時に操作の誤り等によ

って原子炉冷却材が系外へ流出する事故」について有効性評価

を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水を行

うことにより，燃料は露出することなく有効燃料棒頂部は冠水

しているため，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及び

制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保ができるこ

とから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持でき

る。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時

間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操

作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定

の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要

員にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供

給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水等の燃料損

傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であ

ることが確認でき，事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の

流出」に対して有効である。 

5.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系

統切替操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出する

ことで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に至

ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷却

材の流出」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事

故シーケンス「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切替時のＬ

ＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」について有効性評価

を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水を行うことにより，燃料は露出することなく燃

料有効長頂部は冠水しているため，燃料損傷することはない。 

 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及

び制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保ができ

ることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維

持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保

可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能で

ある。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水系）による原子

炉注水等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケン

スに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグル

ープ「原子炉冷却材の流出」に対して有効である。 

5.3.5 結論  

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系

統切替え操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出す

ることで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に

至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷

却材の流出」に対する燃料損傷防止対策としては，原子炉冷

却材流出の停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事

故シーケンス「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替時の

冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」について有効性評

価を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水を行うことにより，燃料は露出することな

く燃料棒有効長頂部は冠水しているため，燃料損傷すること

はない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持

及び制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保がで

きることから，評価項目を満足している。また，安定状態を

維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策

要員にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源

を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンス

グループ「原子炉冷却材の流出」に対して有効である。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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第5.3.1 図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図(1/2）（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

 

 

 

 

第5.3.2 図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図(2/2）（原子炉注水及び原子炉停止時冷却）） 

 

 

 

 

 

第 5.3－1 図 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉冷却材流出の発生段階） 

 

 

 

 

 

 

第 5.3－1 図 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統

図（2／2）（残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水段階 

 

 

  

第5.3.1－1(1)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

 

 

 

  

第 5.3.1－1(2)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図（漏えい箇所の隔離操作，原子炉注水及び原子炉停止

時冷却） 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－2

図 「原子炉冷却材

の流出」の対応手順

の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 

 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－2

図 「原子炉冷却材

の流出」の対応手順

の概要」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，漏

えい個所の隔離操作

実施後，原子炉を注

水。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，有

効性評価の対象とし

ていないが，ほかに

取り得る手段を記

載。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.3.4 図 「原子炉冷却材の流出」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－3

図 「原子炉冷却材

の流出」の作業と所

要時間」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 
第 5.3－3 図 原子炉冷却材の流出時の作業と所要時間 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－3

図 「原子炉冷却材

の流出」の作業と所

要時間」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 
第 5.3.1－3 図 「原子炉冷却材の流出」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に

基づく差異。 

・設備設計・手順に

基づく想定時間の

差異。 

・評価上考慮しない

操作を含めて実際

に実施する操作に

ついて要員の充足

性を確認。 
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第 5.3.5 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.3.6 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.3－4 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.3－5図 原子炉水位と線量率 

 

 

第 5.3.2－1 図 原子炉水位の推移 

 

  
第 5.3.2－2 図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①注水開始時の燃料有

効長頂部からの水位及

び原子炉ウェル満水ま

で回復する時間の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，燃料を

線源とした線量率が支

配的である。 
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本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 

③島根２号炉は，評価条

件として「外部電源な

し」としているため非常

用ディーゼル発電機を

記載。 

【柏崎 6/7】 

④島根２号炉は，原子炉

冷却材漏えいが停止し

たことを確認する計器 

としてサプレッショ

ン・プール水位を記載。 
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去ポンプの定格流量

とミニマムフロー弁に

設置されているオリフ

ィス仕様と差圧の関係

から流出量を設定。 

 

【東海第二】 

②島根２号炉は，資源の

観点で厳しい外部電源

なしを設定。なお島根２

号炉では，外部電源の喪

失による原子炉格納容

器隔離閉弁は発生しな

い。 

 

③島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

ることを想定している

ため，重大事故等対策に

関連する操作条件とし

て，原子炉冷却材流出の

停止を記載。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.3.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.3.1 

 

原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について 

 

 

 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価では「放射線遮蔽が維持される水位を確保すること」との基

準が定められている。 

以下に原子炉冷却材の流出における現場線量率の評価を示

す。 

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放を想定した。また，原子炉圧力容器の開

放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれのあ

る作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施してい

る状態であることより，評価において気水分離器及び蒸気乾燥

器の D/S ピットへの取り出しが完了し，原子炉ウェルが満水の

状態を想定した。 

 

（１） 炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

a.炉心燃料 

評価条件を以下に示す。 

   ○線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

   ○燃料有効長（mm）： 

   ○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，エネル

ギ 18群（ORIGEN 群構造） 

   ○線源材質：燃料及び水（密度   g／cm３） 

   ○線源強度は，以下の条件で ORIGEN２コードを使用して算

出 

      

 

 

 

 

 

添付資料 5.3.1 

 

原子炉圧力容器開放時における運転停止中の線量率評価につい

て 

 

1. はじめに 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価の評価項目として，「放射線遮蔽が維持される水位を確保す

ること」がある。 

  以下に原子炉冷却材の流出における線量率の評価を示す。 

   

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放時を想定した。また，原子炉圧力容器の

開放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれの

ある作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施して

いる状態であることより，評価においては，シュラウドヘッド

及び蒸気乾燥器のドライヤー気水分離器貯蔵プールへの取出

しが完了し，原子炉ウェル満水の状態を想定した。 

 

2. 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

(1) 炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

   ○線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

   ○燃料有効長：約 3.7m 

   ○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 4群 

 

   ○線源材質：燃料及び水（密度   g／cm３） 

   ○線源強度：文献値※１に記載のエネルギ当たりの線源強度

を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強度を

式①で算出 

   

 

このときの線源条件は以下となる。なお，使用してい

る文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114 年）と，東

海第二発電所の実績を包絡した条件で評価されてお

添付資料 5.3.1 

 

原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について 

 

 

 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

では「放射線遮蔽が維持される水位を確保すること」との基準

が定められている。 

以下に原子炉冷却材の流出における現場線量率の評価を示

す。 

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放を想定した。また，原子炉圧力容器の開

放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれのあ

る作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施してい

る状態であることより，評価において気水分離器及び蒸気乾燥

器のＤＳＰへの取り出しが完了し，原子炉ウェルが満水の状態

を想定した。 

 

１．炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

（１）炉心燃料 

評価条件を以下に示す。  

○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態） 

○ 燃料棒有効長（mm）：  

○ ガンマ線エネルギ:計算に使用するガンマ線は，エネ

ルギ４群 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度 g/cm3) 

○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源

強度を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積

あたりの線源強度を式①で算出 

 

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使

用している文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114

年）と，島根２号炉の実績を包絡した条件で評価され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

照射実績を包絡する値

として，文献値（無限

照射）を用いている。 

 

 

 

 

 

)／体cm()MeV(

)／体W()s)・(W／MeV(
)s・cm・γ(

3

1-3-

燃料集合体体積各群のエネルギ

出力燃料集合体当たりの熱文献に記載の線源強度
＝線源強度





･･･① 
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・燃料照射期間：1264 日（燃焼度 33GWd/t 相当の値） 

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd) 

・濃縮度：    (wt.%) 

・U 重量：燃料一体あたり    (kg) 

・停止後の期間※：停止後 3 日(実績を考慮した値を設

定) 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力

は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から

徐々に低下させるが、線源強度評価は崩壊熱評

価と同様にスクラムのような瞬時に出力を低下

させる保守的な計算条件となっている。 

 

 

線量率評価モデルを図 1 に示す。また，評価により求めた

線源強度を表 1 に示す。 

り，東海第二発電所に関する本評価においても適用可

能である。 

    ・燃料照射期間：10６時間 

 

 

 

    ・原子炉停止後の期間：停止後 3日※２（実績を考慮して

設定） 

    ・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃料

（Ａ型）） 

    ・燃料集合体体積：7.2E＋04cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

 

※1 Blizard E. P. and Abbott L. S., cd., “REACTOR 

HANDBOOK. 2nd cd. Vol. Ⅲ Part B, 

SHIELDING”, INTERSCIENCE PUBLISHERS, New 

York, London, 1962 

※2 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子

炉の出力は全制御棒全挿入及び発電機解列以

前から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩

壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時に出

力を低下させる保守的な計算条件となってい

る。 

   ○計算モデル：円柱線源 

線量率計算モデルを第 1 図に示す。また，計算によ

り求めた線源強度を第 1表に示す。 

 

ており，島根２号炉に関する本評価においても適用可

能である。 

・燃料照射期間 ：106時間（無限照射） 

 

 

 

・原子炉停止後の期間※２ ：停止後３日(実績

を考慮した値を設定) 

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃

料（Ａ型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ

型）） 

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 

1962 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時

間を示している。通常停止操作において原子炉の

出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前

から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩壊熱

評価と同様にスクラムのような瞬時に出力を低

下させる保守的な計算条件となっている。 

 

○ 評価モデル：円柱線源 

線量率評価モデルを図１に示す。また，式①で算出した

体積あたりの線源強度を表１に示す。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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第 1 図 燃料の水深と線量率の計算モデル 

 

 

第 1 表 燃料の線源強度 

エネルギ 

（MeV） 

線源強度 

（γ・cm－３・s－１） 

1.0 6.0E+11 

2.0 1.1E+11 

3.0 2.0E+09 

4.0 3.0E+07 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 燃料の線量率評価モデル 

 

 

表１ 燃料の線源強度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ（mm）：  

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，主要核

種 60Co を想定して 1.5MeV 

○線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小とな

る 100℃の値を採用 

○線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.1×109(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 上部格子板 

   計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約0.4m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ－

60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から100℃までの飽和水の密度のうち，最小と

なる100℃の値を使用 

○線源強度：機器表面の実測値（   Sv／h）より7.3E

＋09Bq／cm３と算出 

線量率計算モデルを第2図に示す。 

 

 

第2図 上部格子板の水深と線量率の計算モデル 

 

 

（２）上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）：  

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要

核種 60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 0.958g/cm3※) 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小とな

る 100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より

8.7×109 (Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図２に示す。 

 

 

 

図２ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（２） 線量率の評価 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済

燃料からの線量率｣の評価について」と同様に QAD-CGGP2R コー

ドを用いて計算している。 

評価点については保守的に燃料交換機床とした。 

 

（３） 現場の線量率の評価結果 

（１），（２）の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線

量率の関係を図 3 に示す。 

 

 

第 3 図 原子炉水位と線量率 

 

 

3. 線量率の評価 

  線量率は，「添付資料4.1.3 水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用

済燃料からの線量率の算出について」と同様にＱＡＤ－ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコード（Ver1.04）を用いて計算している。 

 

 

4. 線量率の評価結果 

  「2. 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度」及び

「3. 線量率の評価」の条件を用いて評価した原子炉水位と線

量率の関係を第3図に示す。 

 

 

第3図 原子炉水位と線量率 

 

２．線量率の評価 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃

料等からの線量率｣の評価について」と同様にＱＡＤ-ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコードを用いて計算している。 

評価点については保守的に燃料取替機台車床とした。 

 

３．現場の線量率の評価結果 

  １，２の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率

の関係を図３に示す。 

 

 

 

 

図３ 原子炉水位と線量率 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.3.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価における POS 選定の考え方 

 

1. 本評価における POS の決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「原子炉冷却材の流出」(以下「原子炉冷却材流出」という。)の

重要事故シーケンスの評価では，次節に示すとおり，定期検査中

に実施する作業等を確認し，原子炉冷却材の流出が生じうる作業

を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シーケンスとする

作業を選定した。定期検査中に各作業等が実施される時期はおお

むね決まっているため，POS については，選び得る POS を比較し

て決定した。 

 

2. 原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期検査中に原子炉冷却

材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の 5 つである。

この 5 つの作業等から，本評価では「RHR 系統切替え時のミニマ

ムフロー弁操作誤り」を選定した。選定の理由は，発生時に想定

される原子炉冷却材流出速度が大きいこと※，CUW ブローは原子

炉水位の変化に特に注目する作業であること，他の 3 事象は点検

であり，発生時の検知の可能性が本事象よりも高いと考えられる

ことによるものである。 

・CRD 点検（交換）時の作業誤り 

・LPRM 点検（交換）時の作業誤り 

・RIP 点検時の作業誤り 

・CUW ブロー時の操作誤り 

・RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り 

 

※ RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤りによる流出

量は他の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録 1 

別添 柏崎刈羽原子力発電所６号及び 7号炉 確率論的リスク評

価(PRA)について 補足説明資料 1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流

出量及び余裕時間の算出方法について）

添付資料 5.3.2 

 

「原子炉冷却材の流出」におけるプラント状態選定の考え方 

 

1. 本評価におけるプラント状態の決定 

  運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価，原子炉冷却材の流出の重要事故シーケンスの評価では，次

章に示すとおり，施設定期検査中に実施する作業等を確認し，

原子炉冷却材の流出が生じ得る作業を抽出した後，各々の作業

を比較して重要事故シーケンスとする作業を選定した。施設定

期検査中に各作業が実施される時期はおおむね決まっている

ため，評価対象とするＰＯＳを，選び得るＰＯＳの比較により

選定した。 

 

2. 原子炉冷却材の流出評価の対象とした作業等  

  重要事故シーケンスの選定に当たり，施設定期検査中に原子

炉冷却材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の4つ

である。この 4つの作業等から，本評価ではＲＨＲ系統切替を

選定した。選定の理由は，ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡは他の

原子炉冷却材流出事象と比べて事象検知の観点で厳しいこと

によるものである。 

 

 

   ・ＲＨＲ系統切替 

   ・ＣＵＷブロー 

   ・ＣＲＤ点検 

   ・ＬＰＲＭ点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価におけるＰＯＳ選定の考え方 

 

１．本評価におけるＰＯＳの決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価，「原子炉冷却材の流出」(以下「原子炉冷却材流出」という。)

の重要事故シーケンスの評価では，次節に示すとおり，定期事

業者検査中に実施する作業等を確認し，原子炉冷却材流出が生

じ得る作業を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シー

ケンスとする作業を選定した。定期事業者検査中に各作業等が

実施される時期はおおむね決まっているため，ＰＯＳについて

は，選び得るＰＯＳを比較して決定した。 

 

２．原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期事業者検査中に原

子炉冷却材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の

４つである。この４つの作業等から，本評価では「残留熱除去

系切替時の冷却材流出」を選定した。選定の理由は，発生時に

想定される原子炉冷却材流出速度が大きいこと※，原子炉浄化

系ブローは原子炉水位の変化に特に注目する作業であること，

他の２事象は点検・交換であり，発生時の検知の可能性が本事

象よりも高いと考えられることによるものである。 

(1) 制御棒駆動機構点検時の冷却材流出 

(2) 局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出 

(3) 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出 

(4) 残留熱除去系切替時の冷却材流出 

 

 

※ 残留熱除去系切替時の冷却材流出による流出量は他の原子

炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録１ 別添 

島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評価(ＰＲＡ)に

ついて 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流出量

及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

「ＲＩＰ点検時の作業

誤り」はＡＢＷＲ特有

の事象。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，他の

事象に比べて事象検知

が困難であることに加

え，流出量が大きいこ

とも踏まえ，「残留熱除

去系切替時の冷却材流

出」を選定している。 
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3. POS を選定する上で考慮した点 

定期検査中に RHR 系統切替えを実施する時期としては，RHR の

運転や待機の系統を変化させる場合があり，この作業は定期検査

中のほぼ全域で生じ得る。このため，POS についてはいずれの場

合も選び得る。 

その上で，本評価では POS の選定において以下の点を考慮し

た。 

 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点では，

原子炉停止後の時間が短い POS の方が適切である。 

 

＜ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ発生時の流出量の算出＞ 

流出量はミニマムフロー弁に設置されているオリフィスの仕

様と差圧の関係より算出した。 

○ミニマムフローラインオリフィス仕様 

・オリフィス設計流量 56.8m３／h 

・オリフィス設計差圧 198.1m 

○原子炉圧力 大気圧状態 

○ＲＨＲポンプと原子炉水との水頭差（ＲＨＲポンプレベル：

EL 約－3.4m） 

・通常運転水位 38.1m（EL.約 34.6m～EL.約－3.4m） 

・原子炉ウェル満水 49.6m（EL.約 46.2m～EL.約－3.4m） 

○残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転中にミニマムフ

ロー弁が全開となった場合のオリフィス差圧＝ポンプ出口

圧力＝ポンプ揚程（85.3m）＋水頭差 

・通常運転水位 123.4m（EL.約 34.6m～EL.約－3.4m） 

・原子炉ウェル満水 134.9m（EL.約 46.2m～EL.約－3.4m） 

○オリフィス差圧は流量比の二乗に比例するとして評価。 

ΔＰ＝198.1×（Ｑ／56.8）２ 

 Ｑ＝56.8×√（ΔＰ／198.1） 

ΔＰ：オリフィス差圧 

 Ｑ：オリフィス差圧がΔＰの際の流量（m３／h） 

○評価結果 

・通常水位 ：45m３／h 

・ウェル満水 ：47m３／h 

 

 

3. ＰＯＳを選定する上で考慮した点 

  残留熱除去系は，通常 2系統あるうち 1系統を用いて崩壊熱

除去を実施しており，ＰＯＳ－ＡからＰＯＳ－Ｄの期間におい

て，作業や点検等に伴い運転号機の切替えを実施する場合があ

る。 

これらのＰＯＳより，以下の点を考慮してＰＯＳの選定を行

った。 

  

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

   崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点

では，原子炉停止後の時間が短いＰＯＳの方が適切である。

 

＜残留熱除去系切替時の冷却材流出発生時の流出量の算出＞ 

 流出量は，

より算出した。 

 

 

    ：約 94m3/h 

 

 

 

 

３．ＰＯＳを選定するうえで考慮した点 

定期事業者検査中に残留熱除去系切替を実施する時期とし

ては，残留熱除去系の運転や待機の系統を変化させる場合があ

り，この作業は定期事業者検査中のほぼ全域で生じ得る。この

ため，ＰＯＳについてはいずれの場合も選び得る。 

そのうえで，本評価ではＰＯＳの選定において以下の点を考

慮した。 

 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点

では，原子炉停止後の時間が短いＰＯＳの方が適切である。
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但し，POS「S」の崩壊熱で評価しても，流出による原子炉冷却

材の減少に対して崩壊熱による原子炉冷却材の減少の速度は小

さい。 

 

 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満水の

状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常水位(NWL)に近い

ほど厳しい条件となる。ただし，RHR の吸込口は有効燃料棒頂部

(TAF)から約 1.7m 上にあるため，RHR の吸込口を下回った後の水

位低下は崩壊熱による減少となる。例えば，原子炉停止から 1 日

後の崩壊熱を仮定すると，約 2 時間の時間余裕があり，原子炉注

水までの時間余裕を確保できる。 

 

 

(3) 発生時の検知性 

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止され

ている場合，原子炉水位低下の警報発生や緩和設備の起動などに

期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，こ

れらの機能には期待できない。 

 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境 

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉圧力

容器の上蓋が閉鎖されている場合，原子炉水位が低下しても十分

に遮蔽されるため作業環境には影響が生じないが，原子炉圧力容

ただし，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の吸込み配管

の高さは燃料有効長頂部以下にあり，本事故シーケンスの水

位低下量においては崩壊熱除去機能は維持されるため，崩壊

熱の違いによる時間余裕への影響はない。 

 

 (2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

   原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満

水の状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常運転水位

に近いほど厳しい条件となる。ただし，原子炉水位が通常運

転水位の場合においても，燃料有効長頂部まで低下する時間

は約 3.5 時間と長く，原子炉注水までの時間余裕を確保でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 事象発生時の検知性 

   事象発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が

未開放状態の場合，原子炉水位の低下による警報発生や緩和

設備の自動起動等に期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が

開放状態の場合，これらの機能には期待できない。 

 

 (4) 原子炉水位低下時の作業環境 

   原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉

圧力容器の上蓋が閉止されている場合，原子炉水位が燃料有

効長頂部から約 1.7m 上に低下するまでは原子炉圧力容器の

ただし，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の吸い込

み配管の高さは燃料棒有効長頂部以下にあり，本事故シーケ

ンスの水位低下量においては崩壊熱除去機能は維持される

ため，崩壊熱の違いによる時間余裕への影響はない。 

 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満

水の状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常水位(Ｎ

ＷＬ)に近いほど厳しい条件となる。ただし，原子炉水位が

通常運転水位の場合においても，燃料棒有効長頂部まで低下

する時間は約 1.3 時間の時間余裕があり，原子炉注水までの

時間余裕を確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 発生時の検知性 

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止

されている場合，原子炉水位低下の警報発生や緩和設備の起

動などに期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されて

いる場合，これらの機能には期待できない。 

 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境 

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉

圧力容器の上蓋が閉止されている場合，原子炉水位が低下し

ても十分に遮蔽されるため作業環境には影響が生じないが，

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲはＲＨＲの

吸い込み配管がＴＡＦ

よりも上にあるため，

吸い込み配管まで水位

が低下した時点で崩壊

熱除去機能が喪失し，

以降は崩壊熱による蒸

発に伴う水位低下とな

る。島根２号炉はＢＷ

Ｒ-５であり，ＲＨＲ吸

い込み配管は再循環配

管から取水しているた

め，燃料棒有効長頂部

到達まで崩壊熱除去機

能は維持されることか

ら，評価条件が異なる。 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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器の上蓋が開放されている場合，原子炉水位が大きく低下すると

十分な遮蔽効果が期待できなくなり，作業環境への影響が現れ

る。 

 

 

 

 

 

4. POS の選定結果と考察 

「RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉冷

却材流出事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であ

る。このため，3．(1)から(4)の点のうち，(3)の検知性の観点で

厳しい POS を選定することが適切と考える。この観点では，原子

炉圧力容器の上蓋が開放されている，POS「B」,「C」が選定され

る。POS「C」は CUW ブローによる原子炉ウェルの水位低下から始

まり，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉鎖される POS であり，原

子炉圧力容器の上蓋が開放されている状態での原子炉水位につ

いて，特に注意が払われる POS であることから，本重要事故シー

ケンスでは，POS「B」を代表として選定することが適切と考える。 

 

なお，有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間余裕とい

う観点では原子炉未開放である POS「A」，「C」，「D」の「RHR 系統

切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」が厳しくなるが，その場

合であっても 2 時間以上の時間余裕※があり，かつ原子炉水位計

による警報発生や緩和設備の起動などに期待できるため，原子炉

開放時と比べて速やかな検知と注水が可能である。 

 

 

※流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の高

さまで水位が低下後，蒸発により水位が有効燃料棒頂部まで

低下するまでの時間（停止 1 日後想定） 

 

以上 

 

 

 

上蓋等により遮蔽される。一方，原子炉圧力容器の上蓋が開

放されている場合は，原子炉水位が燃料有効長頂部から約

2.6m 上に低下するまでは原子炉ウェルの水により遮蔽され

る。 

いずれの場合においても，遮蔽が維持される下限水位到達

までに注水することが可能であり，遮蔽が維持されることか

ら，作業環境に与える影響はない。 

 

4. ＰＯＳの選定結果と考察 

  「ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ」は原子炉冷却材の流出の検

知が他の事象よりも困難な事象である。このため，3.(1)から

(4)のうち，3．(3)の検知性の観点で厳しいＰＯＳを選定する

ことが適切と考える。この観点では，原子炉圧力容器の上蓋が

開放されているＰＯＳ－Ｂ，ＰＯＳ－Ｃが選定される。ＰＯＳ

－ＣはＣＵＷブローによる原子炉ウェルの水位低下から始ま

り，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉鎖されるＰＯＳであり，

原子炉圧力容器の上蓋が開放されている状態での原子炉水位

について，特に注意が払われるＰＯＳであることから，本重要

事故シーケンスでは，ＰＯＳ－Ｂを代表として選定することが

適切と考える。 

  なお，燃料有効長頂部まで水位が低下するまでの時間余裕と

いう観点では原子炉未開放状態であるＰＯＳ－Ａ，Ｃ，Ｄにおけ

るＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡが厳しくなるが，原子炉水位が燃

料有効長頂部まで低下する時間は約3.5時間の時間余裕があり，

かつ原子炉水位の低下による警報発生や緩和設備の起動などに

期待できる場合は原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が

可能である。 

 

原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，原子炉水位が

大きく低下すると十分な遮蔽効果が期待できなくなり，作業

環境への影響が表れる。 

 

 

 

 

 

４．ＰＯＳの選定結果と考察 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出事

象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象である。この

ため，３. (1)から(4)のうち，(3)の検知性の観点で厳しい

ＰＯＳを選定することが適切と考える。この観点では，原子

炉圧力容器の上蓋が開放されている，ＰＯＳ－Ｂ,Ｃが選定

される。ＰＯＳ－Ｃは原子炉浄化系ブローによる原子炉ウェ

ルの水位低下から始まり，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉

鎖されるＰＯＳであり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されて

いる状態での原子炉水位について，特に注意が払われるＰＯ

Ｓであることから，本重要事故シーケンスでは，ＰＯＳ－Ｂ

を代表として選定することが適切と考える。 

なお，燃料棒有効長頂部まで水位が低下するまでの時間余

裕という観点では原子炉未開放であるＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，

Ｄの「残留熱除去系切替時の冷却材流出」が厳しくなるが，

その場合であっても約 1.3 時間の時間余裕※があり，かつ原

子炉水位計による警報発生や緩和設備の起動などに期待で

きるため，原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が可能

である。 

 

※ 原子炉冷却材流出により原子炉水位が通常運転水位から

燃料棒有効長頂部まで水位が低下するまでの時間 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ

-５であり，ＲＨＲ吸い

込み配管は再循環配管

から取水しているた

め，燃料棒有効長頂部

到達まで崩壊熱除去機

能は維持される。 
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添付資料 5.3.3 

安定状態について 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止

し，設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備を用いた炉心冷却により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断さ

れ，かつ，必要な要員の不足や資源の枯

渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，原子炉安定停止状態

が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が

低下するが，約 2 時間後に原子炉冷却材の流出を停止させ，残

留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことで

原子炉水位が回復する。その後，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水を停止し，残留熱除去系（停止時冷却モ

ード）にて冷却することで，冷温停止状態に移行することがで

き，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

添付資料 5.3.3 

安定停止状態について（運転停止中 原子炉冷却材の流出） 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却及

び原子炉冷却材の流出の停止により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断さ

れ，かつ，必要な要員の不足や資源の枯

渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定停止状態が確立

されたものとする。 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低

下するが，事象発生から 2時間後に残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水を行うことで原子炉水位が回復する。その後，

原子炉冷却材の流出を停止させ，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）に切り替えて原子炉除熱を実施することで，冷温停止

状態を維持することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

 

また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うこと

により，安定停止状態後の状態維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 

 

 

添付資料 5.3.3 

安定状態について(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止

し，設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備を用いた炉心冷却により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断

され，かつ，必要な要員の不足や資源の

枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合，原子炉安定停止

状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が

低下するが，事象発生から２時間後に原子炉冷却材の流出を停

止させ，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を

行うことで原子炉水位が回復する。その後，残留熱除去系（低

圧注水モード）による原子炉注水を停止し，残留熱除去系（停

止時冷却モード）にて冷却することで，冷温停止状態を維持す

ることができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏え

い個所の隔離操作実施

後に，原子炉注水を行

う手順となっている。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ

-５であり，ＲＨＲ吸い

込み配管は再循環配管

から取水しているた

め，燃料棒有効長頂部

到達まで崩壊熱除去機

能は維持される。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.3.5〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
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添付資料 5.3.5 

 

７日間における燃料の対応について 

(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・燃料評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 5.4 反応度の誤投入〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

5.4 反応度の誤投入 

5.4.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に含まれる事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「反応度の誤投入」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，原子炉の

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が

投入されることを想定する。このため，緩和措置がとられない

場合には，原子炉は臨界に達し，急激な反応度投入に伴う出力

上昇により燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，臨界又は臨界近傍の炉心にお

いて反応度の誤投入により，原子炉出力が上昇することによっ

て，燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に

は，安全保護機能及び原子炉停止機能に対する設備に期待する

ことが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，異常な反応度

の投入に対して制御棒引き抜きの制限及びスクラムによる負の

反応度の投入により，未臨界を確保し，燃料損傷の防止を図る。 

（添付資料 5.4.1） 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して，燃料

が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，制御棒引抜阻止機能により制御棒の引き抜きを阻止し，

出力の異常上昇を未然に防止するとともに，原子炉停止機能に

より原子炉をスクラムし，未臨界とする。手順の概要を第 5.4.1 

図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，

重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.4.1 表に

示す。 

5.4 反応度の誤投入 

5.4.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に含まれる事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「反応度の誤投入」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本

的考え方 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，原子炉の

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が

投入されることを想定する。このため，緩和措置がとられない

場合には，原子炉は臨界に達し，急激な反応度投入に伴う出力

上昇により燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，臨界又は臨界近傍の炉心にお

いて反応度の誤投入により，原子炉出力が上昇することによっ

て，燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に

は，安全保護機能及び原子炉停止機能に対する設備に期待する

ことが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，異常な反応度

の投入に対してスクラムによる負の反応度の投入により，未臨

界を確保し，燃料損傷の防止を図る。 

（添付資料 5.4.1） 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して，燃料

が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，原子炉停止機能により原子炉をスクラムし，未臨界とす

る。手順の概要を第 5.4－1 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と

操作手順の関係を第 5.4－1 表に示す。 

5.4 反応度の誤投入 

5.4.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に含まれる事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，「反応度の誤投入」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，原子炉の

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が

投入されることを想定する。このため，緩和措置がとられない

場合には，原子炉は臨界に達し，急激な反応度投入に伴う出力

上昇により燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，臨界又は臨界近傍の炉心に

おいて反応度の誤投入により，原子炉出力が上昇することに

よって，燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有

効性評価には，原子炉保護機能及び原子炉停止機能に対する

設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，異常な反応度

の投入に対してスクラムによる負の反応度の投入により，未臨

界を確保し，燃料損傷の防止を図る。 

（添付資料 5.4.1） 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して，燃料

が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，原子炉停止機能により原子炉をスクラムし，未臨界とす

る。手順の概要を第5.4.1－1図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と

操作手順の関係を第5.4.1－1表に示す。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉，東海第二

は制御棒引抜阻止信号と

原子炉スクラム信号がほ

ぼ同時に発信し，制御棒

引抜阻止による評価結果

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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本事故シーケンスにおいては，重大事故等対策はすべて自動

で作動するため，対応に必要な要員は不要である。 

なお，スクラム動作後の原子炉の状態確認において, 中央制

御室の運転員１名で実施可能である。 

ａ．誤操作による反応度誤投入 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度

が投入される。 

制御棒の誤引き抜き等による反応度の誤投入を確認するため

に必要な計装設備は，起動領域モニタである。 

 

 

ｂ．反応度誤投入後のスクラム 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，原子炉周期短（原

子炉周期 20 秒）による制御棒引抜阻止信号が発生し，制御棒

の引き抜きは阻止される。さらに，原子炉周期短（原子炉周期

10 秒）による原子炉スクラム信号が発生し，原子炉はスクラム

する。制御棒が全挿入し，原子炉は未臨界状態となる。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，起動

領域モニタである。 

本事故シーケンスにおいては，重大事故等対策は全て自動で

作動するため，対応に必要な要員は不要である。 

なお，スクラム動作後の原子炉の状態確認において，中央制

御室の当直運転員 1 名で実施可能である。 

ａ．誤操作による反応度誤投入 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反

応度が投入される。 

制御棒の誤引き抜き等による反応度の誤投入を確認する

ために必要な計装設備は，起動領域計装である。 

 

 

ｂ．反応度誤投入後のスクラム 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，原子炉出力

ペリオド短（10 秒）による原子炉スクラム信号が発生し，

原子炉はスクラムする。制御棒が全挿入し，原子炉は未臨

界状態となる。 

 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，

起動領域計装である。 

本事故シーケンスにおいては，重大事故等対策はすべて自

動で作動するため，対応に必要な要員は不要である。 

なお，スクラム動作後の原子炉の状態確認において，中央

制御室の運転員１名で実施可能である。 

ａ．誤操作による反応度誤投入 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反

応度が投入される。 

制御棒の誤引き抜き等による反応度の誤投入を確認する

ために必要な計装設備は，中性子源領域計装等である。 

 

 

ｂ．反応度誤投入後のスクラム 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，中間領域計

装の中性子束高（各レンジフルスケールの 95％）信号が発

信し，原子炉はスクラムする。制御棒が全挿入し，原子炉

は未臨界状態となる。 

 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，

中性子源領域計装等である。 

への影響は小さいことか

ら，制御棒引抜阻止に期

待しない。 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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 監視計器の相違。 

 

・設備設計の相違 
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 島根２号炉は，原子炉

周期短による制御棒引抜

阻止信号及びスクラム信

号のインターロックがな

い（警報のみ）ため，中

間領域計装の中性子束高

（各レンジフルスケール

の 95％）信号でスクラム

する。 

5.4.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「停止中に実施される試験等により，最大反応度価値

を有する制御棒 1 本が全引抜されている状態から，他の 1 本の

制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜か

れ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」

である。 

運転停止中の原子炉においては，不用意な臨界の発生を防止

するため，停止余裕（最大反応度価値を有する同一水圧制御ユ

ニットに属する 1 組又は 1 本の制御棒が引き抜かれても炉心

を未臨界に維持できること）を確保できるように燃料を配置す

るとともに，通常は原子炉モードスイッチを燃料取替位置とし

て，同一水圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本を超える制御

5.4.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「停止中に実施される検査等により，最大反応度価値

を有する制御棒 1 本が全引き抜きされている状態から，他の 1 

本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜

かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事

故」である。 

運転停止中の原子炉においては，不用意な臨界の発生を防止

するため，停止余裕（最大反応度価値を有する 1 本の制御棒が

引き抜かれても炉心を未臨界に維持できること）を確保できる

ように燃料を配置するとともに，通常は原子炉モード・スイッ

チを燃料取替位置として，1 本を超える制御棒の引き抜きを防

止するインターロックを維持した状態で必要な制御棒の操作が

5.4.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「停止中に実施される検査等により，最大

反応度価値を有する制御棒１本が全引き抜きされている状態

から，他の１本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作

によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃

料の損傷に至る事故」である。 

運転停止中の原子炉においては，不用意な臨界の発生を防

止するため，停止余裕（最大反応度価値を有する１本の制御

棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維持できること）を確保

できるように燃料を配置するとともに，通常は原子炉モード

スイッチを燃料交換位置として，１本を超える制御棒の引き

抜きを防止するインターロックを維持した状態で必要な制御

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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棒の引き抜きを防止するインターロックを維持した状態で必要

な制御棒の操作が実施される。 

 

 

しかしながら，運転停止中の原子炉においても，検査等の実

施に伴い原子炉モードスイッチを起動位置として複数の制御棒

の引き抜きを実施する場合がある。このような場合，制御棒の

引き抜きは原則としてノッチ又はステップ操作とし，中性子束

の監視を行いながら実施している。 

 

 

 

本重要事故シーケンスでは，誤操作によって制御棒の引き抜

きが行なわれることにより異常な反応度が投入されるため，炉

心における核分裂出力，出力分布変化，反応度フィードバック

効果，制御棒反応度効果，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝

達，沸騰遷移が重要現象となる。 

よって，この現象を適切に評価することが可能である反応度

投入事象解析コード APEX により炉心平均中性子束の過渡応答

を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲

として，本重要事故シーケンスにおける評価項目となるパラメ

ータに与える影響を評価する。 

さらに，解析コード及び解析条件の不確かさのうち，評価項

目となるパラメータに与える影響があるものについては，

「5.4.3(3) 感度解析」において，それらの不確かさを考慮した

影響評価を実施する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析

条件を第 5.4.2 表に示す。また，主要な解析条件について，本

実施される。 

 

 

 

しかしながら，運転停止中の原子炉においても，検査等の実

施に伴い原子炉モード・スイッチを起動位置として複数の制御

棒の引き抜きを実施する場合がある。このような場合，制御棒

の引き抜きは原則としてノッチ操作とし，中性子束の監視を行

いながら実施している。 

 

 

 

本重要事故シーケンスでは，誤操作によって制御棒の引き抜

きが行われることにより異常な反応度が投入されるため，炉心

における核分裂出力，出力分布変化，反応度フィードバック効

果，制御棒反応度効果，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達

及び沸騰遷移が重要現象となる。 

よって，この現象を適切に評価することが可能である反応度

投入事象解析コードＡＰＥＸ及び単チャンネル熱水力解析コー

ドＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）により炉心平均中性子束及び燃料エン

タルピの過渡応答を求める。 

 

 

 

 

 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲

として，本重要事故シーケンスにおける評価項目となるパラメ

ータに与える影響を評価する。 

さらに，解析コード及び解析条件の不確かさのうち，評価項

目となるパラメータに与える影響があるものについては，

「5.4.3(3) 感度解析」において，それらの不確かさを考慮した

影響評価を実施する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析

条件を第 5.4－2 表に示す。また，主要な解析条件について，

棒の操作が実施される。 

 

 

 

しかしながら，運転停止中の原子炉においても，検査等の

実施に伴い原子炉モードスイッチを起動位置として複数の制

御棒の引き抜きを実施する場合がある。このような場合，制

御棒の引き抜きは原則としてノッチ操作とし，中性子束の監

視を行いながら実施している。 

 

 

 

本重要事故シーケンスでは，誤操作によって制御棒の引き

抜きが行われることにより異常な反応度が投入されるため，

炉心における核分裂出力，出力分布変化，反応度フィードバ

ック効果，制御棒反応度効果，燃料棒内温度変化，燃料棒表

面熱伝達及び沸騰遷移が重要現象となる。 

よって，この現象を適切に評価することが可能である反応

度投入事象解析コードＡＰＥＸ及び単チャンネル熱水力解析

コードＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）により炉心平均中性子束及び燃

料エンタルピの過渡応答を求める。 

 

 

 

 

 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本重要事故シーケンスにおける評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。 

さらに，解析コード及び解析条件の不確かさのうち，評価

項目となるパラメータに与える影響があるものについては，

「5.4.3(3) 感度解析」において，それらの不確かさを考慮

した影響評価を実施する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解

析条件を第 5.4.2－1 表に示す。また，主要な解析条件につい
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の設備の相違。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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・評価方針の相違 
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は投入される反応度が１

ドルを超えるためＳＣＡ

Ｔ（ＲＩＡ用）を用いて

燃料エンタルピの評価を

実施。 
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重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 炉心状態 

燃料交換後における余剰反応度の大きな炉心での事象発生

を想定して，評価する炉心状態は，平衡炉心のサイクル初期

とする。 

(b) 実効増倍率 

事象発生前の炉心の実効増倍率は 1.0 とする。 

(c) 原子炉出力，原子炉圧力，燃料被覆管表面温度及び原子炉

冷却材温度 

事象発生前の原子炉出力は定格値の 10-8 ， 原子炉圧力は

0.0MPa[gage]，燃料被覆管表面温度及び原子炉冷却材の温度

は 20℃とする。また，燃料エンタルピの初期値は 8kJ/kgUO2 

とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転停止中の原子炉において，制御棒1 本

が全引抜されている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の

制限を超える誤った操作によって連続的に引き抜かれる事象

を想定する。 

(b) 誤引き抜きされる制御棒 

誤引き抜きされる制御棒は，投入される反応度を厳しく評

価するため，最大反応度価値を有する制御棒の斜め隣接の制

御棒とする。誤引き抜きされる制御棒 1 本の反応度価値は約

1.04%Δk である。引抜制御棒反応度曲線を第 5.4.2 図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 炉心状態 

燃料交換後における余剰反応度の大きな炉心での事象発生

を想定して，評価する炉心状態は，平衡炉心のサイクル初期

とする。 

(b) 実効増倍率 

事象発生前の炉心の実効増倍率は 1.0 とする。 

(c) 原子炉出力，原子炉圧力，燃料被覆管表面温度及び原子炉

冷却材温度 

事象発生前の原子炉出力は定格値の 10－８，原子炉圧力は

0.0MPa［gage］，燃料被覆管表面温度及び原子炉冷却材温度は

20℃とする。 

また，燃料エンタルピの初期値は 8kJ／kgＵＯ２とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転停止中の原子炉において，制御棒1 本

が全引き抜きされている状態から，他の 1 本の制御棒が操作

量の制限を超える誤った操作によって連続的に引き抜かれる

事象を想定する。 

(b) 誤引き抜きされる制御棒 

誤引き抜きされる制御棒は，投入される反応度を厳しく評

価するため，最大反応度価値を有する制御棒の対角隣接の制

御棒とする。誤引き抜きされる制御棒 1 本の反応度価値は約

1.71％Δk である。引抜制御棒反応度曲線を第 5.4－2 図に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 炉心状態 

燃料交換後における余剰反応度の大きな炉心での事象

発生を想定して，評価する炉心状態は，平衡炉心のサイ

クル初期とする。 

(b) 実効増倍率 

事象発生前の炉心の実効増倍率は 1.0 とする。 

(c) 原子炉出力，原子炉圧力，燃料被覆管表面温度及び原

子炉冷却材温度 

事象発生前の原子炉出力は定格値の 10-8，原子炉圧力

は 0.0MPa[gage]，燃料被覆管表面温度及び原子炉冷却材

温度は 20℃とする。また，燃料エンタルピの初期値は８

kJ/kg とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転停止中の原子炉において，制御

棒１本が全引き抜きされている状態から，他の１本の制

御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって連続的

に引き抜かれる事象を想定する。 

(b) 誤引き抜きされる制御棒 

誤引き抜きされる制御棒は，投入される反応度を厳し

く評価するため，最大反応度価値を有する制御棒の斜め

隣接※１の制御棒とする。誤引き抜きされる制御棒１本の

反応度価値は約 1.75％Δk※２である。引抜制御棒反応度

曲線※２を第 5.4.2－1 図に示す。 

 

※１ 制御棒密度の偏りが少なくなるよう市松模様の引抜

パターンを作成し，高い制御棒価値を生じる引抜パタ

ーンとならないようにしている。 

 

 

※２ 三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード（ＬＯＧＯＳ）

による解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，制御棒

引抜パターンが市松模様

になる理由を記載。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，解析条

件の根拠を記載。 
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なお，通常，制御棒 1 本が全引抜されている状態の未臨界

度は深く，また，仮に他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超

えた場合でも，臨界近接で引き抜かれる制御棒の反応度価値

が核的制限値を超えないように管理※1 している。これらを踏

まえ，本評価においては，誤引き抜きされる制御棒の反応度

価値が，管理値を超える事象を想定した。 

 

※1 臨界近接時における制御棒の最大反応度価値は 1.0%Δk 

以下となるように管理。また，制御棒価値ミニマイザによ

る停止余裕試験モードでの面隣接制御棒選択時の引抜阻止

のインターロック，停止時冷温臨界試験での引抜制御棒価

値の管理等を実施。 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

制御棒の引き抜き操作には，外部電源が必要となる。外部

電源が失われた状態では反応度誤投入事象が想定できないこ

とも踏まえ，外部電源は使用できるものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 制御棒の引抜速度 

制御棒は，引抜速度の上限値 33mm/s にて連続で引き抜か

れ※2，起動領域モニタの原子炉周期短（原子炉周期 20 秒）に

よる制御棒引抜阻止信号で引き抜きを阻止されるものとす

る。引抜制御棒反応度曲線を第 5.4.2 図に示す。 

 

なお，制御棒引抜阻止信号の発生を想定する際の起動領域モ

ニタのバイパス状態は，A,B,C グループとも引抜制御棒に最

も近い検出器が 1 個ずつバイパス状態にあるとする。 

 

 

※2 複数の制御棒を引き抜く試験において，対象制御棒が想

定以上に引き抜かれた際も未臨界を維持できる,又は臨界

を超えて大きな反応度が投入されないと判断される場合に

のみ，制御棒の連続引き抜きの実施が可能な手順としてい

る。そのため，ここでは人的過誤等によって連続引き抜き

なお，通常，制御棒 1 本が全引き抜きされている状態の未

臨界度は深く，また，仮に他の 1 本の制御棒が操作量の制限

を超えた場合でも，臨界近接で引き抜かれる制御棒の反応度

価値が核的制限値を超えないように管理※１している。これら

を踏まえ，本評価においては，誤引き抜きされる制御棒の反

応度価値が，管理値を超える事象を想定した。 

 

※1 原子炉起動時及び冷温臨界検査時は，臨界近接時におけ

る制御棒の最大反応度価値が 1.0％Δk 以下となるように

管理。また，制御棒価値ミニマイザ又は複数の運転員によ

る制御棒の引き抜き手順の監視を実施。なお，停止余裕検

査においても同様の監視を実施。 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

制御棒の引き抜き操作には外部電源が必要となる。外部電

源が失われた状態では反応度誤投入事象が想定できないこと

も踏まえ，外部電源は使用できるものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 制御棒の引抜速度 

制御棒は，引抜速度の上限値 9.1cm／s にて連続で引き抜

かれるものとする※２。引抜制御棒反応度曲線を第 5.4－2 図

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

※2 複数の制御棒を引き抜く検査において，対象制御棒が想

定以上に引き抜かれた際も未臨界を維持できる，又は臨界

を超えて大きな反応度が投入されないと判断される場合に

のみ，制御棒の連続引き抜きの実施が可能な手順としてい

る。そのため，ここでは人的過誤等によって連続引き抜き

なお，通常，制御棒１本が全引き抜きされている状態

の未臨界度は深く，また，仮に他の 1 本の制御棒が操作

量の制限を超えた場合でも，臨界近接で引き抜かれる制

御棒の反応度価値が核的制限値を超えないように管理※

３している。これらを踏まえ，本評価においては，誤引き

抜きされる制御棒の反応度価値が，管理値を超える事象

を想定した。 

※３ 原子炉起動時及び停止時冷温臨界試験は，臨界近接時

における制御棒の最大反応度価値が 1.0％Δk 以下と

なるように管理。また，制御棒価値ミニマイザ又は複

数の運転員による制御棒の引抜手順の監視を実施。な

お，原子炉停止余裕検査においても同様の監視を実

施。 

 

 

 

(c) 外部電源 

制御棒の引抜操作には外部電源が必要となる。外部電

源が失われた状態では反応度誤投入事象が想定できない

ことも踏まえ，外部電源は使用できるものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 制御棒の引抜速度 

制御棒は，引抜速度の上限値 9.1 ㎝/s にて連続で引き

抜かれるものとする※４。引抜制御棒反応度曲線を第

5.4.2－1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 複数の制御棒を引き抜く試験において，対象制御

棒の連続引き抜きの実施が可能な手順としている

場合を除き，引抜操作はノッチ操作としている。

そのため，ここでは人的過誤等によって連続引き

抜きされることを想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 東海第二，島根２号炉

は，制御棒価値ミニマイ

ザ又は複数の運転員の監

視により制御棒の引き抜

き手順を監視している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲとＢＷＲ－５

の設備の相違。 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉，東海第二

は制御棒引抜阻止信号と

原子炉スクラム信号がほ

ぼ同時に発信し，制御棒

引抜阻止による評価結果

への影響は小さいことか

ら，制御棒引抜阻止に期

待しない。 
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されることを想定する。 

 

(b) 原子炉スクラム信号 

起動領域モニタの原子炉周期短（原子炉周期 10 秒）によ

る原子炉スクラム信号は原子炉出力が中間領域に到達するこ

とで発生する。スクラム反応度曲線を第 5.4.3 図に示す。な

お，原子炉スクラム信号の発生を想定する際の起動領域モニ

タのバイパス状態は，A,B,C グループとも引抜制御棒に最も

近い検出器が 1 個ずつバイパス状態にあるとする。 

 

 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員操作に関する条件はない。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける炉心平均中性子束の推移を第

5.4.4 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

制御棒の引き抜き開始から約 30 秒後に起動領域モニタの原

子炉周期短（原子炉周期 20 秒）による制御棒引抜阻止信号が

発生し，制御棒の引き抜きが阻止される。 

 

 

 

 

 

 

されることを想定する。 

 

(b) 原子炉スクラム信号 

起動領域計装の原子炉出力ペリオド短（10 秒）による原子

炉スクラム信号は原子炉出力が中間領域に到達することで発

生する。スクラム反応度曲線を第 5.4－3 図に示す。なお，

原子炉スクラム信号の発生を想定する際の起動領域計装のバ

イパス状態は，Ａ，Ｂチャンネルとも引抜制御棒に最も近い

検出器が 1 個ずつバイパス状態にあるとする。 

 

 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件はない。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける燃料エンタルピ及び炉心平均

中性子束の推移を第 5.4－4 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

制御棒の引き抜き開始から約 10 秒後に起動領域計装の原子

炉出力ペリオド短（10 秒）による原子炉スクラム信号が発生し

て，原子炉がスクラムする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) 原子炉スクラム信号 

中間領域計装の中性子束高（各レンジフルスケールの

95％）信号で原子炉はスクラムするものとする。スクラ

ム反応度曲線を第 5.4.2－2 図に示す。なお，原子炉ス

クラム信号の発信を想定する際の中間領域計装のバイ

パス状態は，Ａ，Ｂチャンネルとも引抜制御棒に最も近

い検出器が１個ずつバイパス状態にあるとする。 

 

 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件はない。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける燃料エンタルピ及び炉心平

均中性子束の推移を第5.4.2－3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

制御棒の引抜開始から約10秒後に中間領域計装の中性子

束高（各レンジフルスケールの95％）信号が発信し，原子

炉はスクラムする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

周期短による制御棒引抜

阻止信号及びスクラム信

号のインターロックがな

い（警報のみ）ため，中

間領域計装の中性子束

（各レンジフルスケール

の 95％）信号でスクラム

する。 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉，東海第二

は投入される反応度が１

ドルを超えるためＳＣＡ

Ｔ（ＲＩＡ用）を用いて

燃料エンタルピの評価を

実施。 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉，東海第二

は制御棒引抜阻止信号と

原子炉スクラム信号がほ

ぼ同時に発信し，制御棒

引抜阻止による評価結果

への影響は小さいことか

ら，制御棒引抜阻止に期
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この時，投入される反応度は約 0.55 ドル（投入反応度最大

値:0.33%Δk）である。反応度投入事象には至らず，燃料エンタ

ルピ増加に伴う燃料の破損は生じない。 

また，制御棒の引き抜き開始から約 58 秒後に起動領域モニ

タの原子炉周期短（原子炉周期 10 秒）による原子炉スクラム

信号が発生して，原子炉がスクラムし，原子炉出力は定格値の

約 1.0×10-4 まで上昇するにとどまる。 

（添付資料 5.4.2, 5.4.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

制御棒の引き抜きによる反応度の投入に伴い一時的に臨界に

至るものの，原子炉スクラムにより未臨界は確保される。なお，

原子炉水位に有意な変動はないため，有効燃料棒頂部は冠水を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このとき，投入される反応度は約 1.13 ドル（投入反応度最

大値：約 0.68％Δk）であるが，原子炉出力は定格値の約 15％

まで上昇する。 

 

 

 

 

 

また，燃料エンタルピは最大で約 85kJ／kgＵＯ２であり，「発

電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象評価指針」に示されて

いる燃料棒の内圧と原子炉冷却材圧力の差に応じた許容設計限

界のうち最も厳しいしきい値である 272kJ／kgＵＯ２（65cal／g

ＵＯ２）を超えることはない。燃料エンタルピの増分の最大値は

約 77kJ／kgＵＯ２であり，「発電用軽水型原子炉施設の反応度投

入事象における燃焼の進んだ燃料の取扱いについて」に示され

た燃料ペレット燃焼度 65,000MWd／t 以上の燃料に対するペレ

ット－被覆管機械的相互作用を原因とする破損を生じるしきい

値の目安である，ピーク出力部燃料エンタルピの増分で 167kJ

／kgＵＯ２（40cal／gＵＯ２）を用いた場合においても，これを

超えることはなく燃料の健全性は維持される。 

 

 

ｂ．評価項目等 

制御棒の引き抜きによる反応度の投入に伴い一時的に臨界に

至るものの，原子炉スクラムにより未臨界は確保される。なお，

原子炉水位に有意な変動はないため，燃料有効長頂部は冠水を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このとき，投入される反応度は約1.14ドル（投入反応度

最大値：約0.69％Δk）であるが，原子炉出力は第5.4.2-3

図に示すとおり，定格出力の約12.2％まで上昇するにとど

まる。 

 

 

 

 

また，燃料エンタルピは最大で約50kJ/kgであり，「発電

用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」

に示されている燃料棒の内圧と原子炉冷却材圧力の差に応

じた許容設計限界のうち最も厳しいしきい値である

272kJ/kg（65cal/g）を超えることはない。燃料エンタルピ

の増分の最大値は約42 kJ/kgであり，「発電用軽水型原子炉

施設の反応度投入事象における燃焼の進んだ燃料の取扱い

について」に示された燃料ペレット燃焼度65,000MWd/t以上

の燃料に対するペレット－被覆管機械的相互作用を原因と

する破損を生じるしきい値の目安である，ピーク出力部燃

料エンタルピの増分で167kJ/kg（40cal/g）を用いた場合に

おいても，これを超えることはなく燃料の健全性は維持さ

れる。 

 

ｂ．評価項目等 

制御棒の引き抜きによる反応度の投入に伴い一時的に臨

界に至るものの，原子炉スクラムにより未臨界は確保され

る。なお，原子炉水位に有意な変動はないため，燃料棒有

待しない。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

周期短による制御棒引抜

阻止信号及びスクラム信

号のインターロックがな

い（警報のみ）ため，中

間領域計装の中性子束高

（各レンジフルスケール

の 95％）信号でスクラム

する。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，高速ス

クラムプラントであり，

従来スクラムプラントよ

り，速やかに制御棒が挿

入されるため，相対的に

エンタルピの値は小さく

なる。 
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維持しており，放射線の遮蔽は維持される。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確

認した。 

（添付資料 5.4.4） 

 

維持しており，放射線の遮蔽は維持される。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確

認した。 

（添付資料 5.4.2） 

 

効長頂部は冠水を維持しており，放射線の遮蔽は維持され

る。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

（添付資料5.4.2） 

 

5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，自動作動する安全保護系及び原子炉

緊急停止系により，自動的に制御棒の引き抜きを阻止し，原子炉

をスクラムすることで，プラントを安定状態に導くことが特徴で

ある。このため，運転員等操作はなく，操作時間が与える影響等

は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重

要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評

価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響評価は

以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，運転員操

等作時間に与える影響はない。 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

ドップラ反応度フィードバックの不確かさとして,実験によ

り解析コードは 7～9%と評価されていることから，これを踏ま

え解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較により,実効

遅発中性子の不確かさは約 4%と評価されていることから，これ

5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，安全保護系及び原子炉緊急停止系に

より，原子炉をスクラムすることで，プラントを安定状態に導く

ことが特徴である。このため，運転員等操作はなく，操作時間が

与える影響等は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重

要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評

価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響評価は

以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

ドップラ反応度フィードバックの不確かさとして,実験によ

り解析コードは 7～9％と評価されていることから，これを踏ま

え解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較により,実効

遅発中性子割合の不確かさは約4％と評価されていることから，

5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与

える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，自動作動する原子炉保護系により，

原子炉をスクラムすることで，プラントを安定状態に導くことが

特徴である。このため，運転員等操作はなく，操作時間が与える

影響等は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う

重要現象とは，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影

響評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」

に示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

ドップラ反応度フィードバックの不確かさとして，実験

により解析コードは７～９％と評価されていることから，

これを踏まえ解析を行う必要がある。また，臨界試験との

比較により,実効遅発中性子割合の不確かさは約４％と評

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】   

 島根２号炉，東海第二

は制御棒引抜阻止信号と

原子炉スクラム信号がほ

ぼ同時に発信し，制御棒

引抜阻止による評価結果

への影響は小さいことか

ら，制御棒引抜阻止に期

待しない。 
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を踏まえて解析を行う必要がある。この不確かさを考慮した感

度解析を「(3) 感度解析」にて実施する。 

 

制御棒反応度の不確かさは約 9%と評価されていることから，

これを踏まえ解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較

により,実効遅発中性子の不確かさは約 4%と評価されているこ

とから，これを踏まえて解析を行う必要がある。この不確かさ

を考慮した感度解析を「(3) 感度解析」にて実施する。 

（添付資料 5.4.5） 

 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.4.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を確認する。また，解析条件

の設定に当たっては，評価項目に対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから,その中で事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないため，運転員操作時

間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心状態においては装荷炉心ごとに制御棒反応度価値やスク

ラム反応度等の特性が変化するため，投入反応度が大きくなる

おそれがある。そのため，評価項目に対する余裕は小さくなる

が，「(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与

える影響評価」にて，投入される反応度について確認している。 

 

実効増倍率が 0.99 の場合は，臨界到達までにかかる時間が

追加で必要となり，また投入される反応度も 0.07 ドルと小さ

くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

 

 

これを踏まえて解析を行う必要がある。この不確かさを考慮し

た感度解析を「(3) 感度解析」にて実施する。 

 

制御棒反応度の不確かさは約9％と評価されていることから，

これを踏まえ解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較

により,実効遅発中性子割合の不確かさは約4％と評価されてい

ることから，これを踏まえて解析を行う必要がある。この不確

かさを考慮した感度解析を「(3)感度解析」にて実施する。 

（添付資料 5.4.3） 

 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.4－2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設

計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。また，解析条

件の設定に当たっては，評価項目に対する余裕が小さくなるよ

うな設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与

えると考えられる項目に関する影響の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないため，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心状態においては装荷炉心ごとに制御棒反応度価値やスク

ラム反応度等の特性が変化するため，投入反応度が大きくなる

おそれがある。そのため，評価項目に対する余裕は小さくなる

が，「(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与

える影響評価」にて，投入される反応度について確認している。 

 

実効増倍率が 0.99 の場合は，臨界到達までにかかる時間が

追加で必要となり，また投入される反応度も約 0.96 ドル（燃

料エンタルピ最大値：約 10kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増

分の最大値：約 1kJ／kgＵＯ２）と小さくなることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

価されていることから，これを踏まえて解析を行う必要が

ある。この不確かさを考慮した感度解析を「(3) 感度解析」

にて実施する。 

制御棒反応度の不確かさは約９％と評価されていること

から，これを踏まえ解析を行う必要がある。また，臨界試

験との比較により,実効遅発中性子割合の不確かさは約

４％と評価されていることから，これを踏まえて解析を行

う必要がある。この不確かさを考慮した感度解析を「(3) 感

度解析」にて実施する。 

（添付資料5.4.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第5.4.2－1表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。

また，解析条件の設定に当たっては，評価項目に対する余

裕が小さくなるような設定があることから，その中で事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響

の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条

件」に示すとおり，運転員等操作には期待しないため，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心状態においては装荷炉心ごとに制御棒反応度価値

やスクラム反応度等の特性が変化するため，投入反応度

が大きくなるおそれがある。そのため，評価項目に対す

る余裕は小さくなるが，「(5) 解析条件の不確かさが評価

項目となるパラメータに与える影響評価」にて，投入さ

れる反応度について確認している。 

実効増倍率が 0.99 の場合は，制御棒引抜開始直後は反

応度が投入されず，臨界到達までにかかる時間が追加で

必要となり，炉心平均中性子束及び燃料エンタルピが上

昇するタイミングが遅くなる。また投入される反応度も

約 1.00 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 14kJ/kg，燃料

エンタルピの増分の最大値：約 6kJ/kg）と小さく１ドル

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，実効増

倍率が 0.99 の場合の投

入反応度及び燃料エンタ

ルピの挙動について記載
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初期出力は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメー

タに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価した。

初期出力の不確かさにより評価項目に対する余裕が変化する

が，「(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与

える影響評価」において，初期出力の不確かさの影響を確認し

ている。 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラ

メータに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価

した。初期燃料温度の不確かさにより評価項目に対する余裕が

変化するが，「(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメ

ータに与える影響評価」において，初期燃料温度の不確かさの

影響を確認している。 

制御棒引抜阻止及びスクラム信号について原子炉核計装トリ

ップ選択スイッチが初装荷の場合は計数率高信号による制御棒

引抜阻止機能及び計数率高高信号によるスクラム機能に期待で

きる。計数率高高信号によるスクラム機能に期待した場合のス

クラムまでの時間は約 57 秒後となることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期出力は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメー

タに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価した。

初期出力の不確かさにより評価項目に対する余裕が変化する

が，「(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与

える影響評価」において，初期出力の不確かさの影響を確認し

ている。 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラ

メータに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価

した。初期燃料温度の不確かさにより評価項目に対する余裕が

変化するが，「(5)解析条件の不確かさが評価項目となるパラメ

ータに与える影響評価」において，初期燃料温度の不確かさの

影響を確認している。 

制御棒引抜阻止は，本評価において期待していないが，これ

に期待した場合，原子炉出力ペリオド短信号（20 秒）が発信す

ると制御棒引抜が阻止される。ただし，本評価では制御棒の誤

引き抜きにより反応度が急激に投入されるため，原子炉出力ペ

リオド短（20 秒）による制御棒引抜阻止信号と原子炉出力ペリ

オド短（10 秒）による原子炉スクラム信号がほぼ同時に発信す

ることから，制御棒引抜阻止に期待した場合でも評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置近傍における反応度印加率も緩やかとなることか

ら，燃料エンタルピの上昇率も小さく評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

初期出力は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパ

ラメータに影響を与えるため，その不確かさが与える影

響を評価した。初期出力の不確かさにより評価項目に対

する余裕が変化するが，「(5) 解析条件の不確かさが評

価項目となるパラメータに与える影響評価」において，

初期出力の不確かさの影響を確認している。 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目とな

るパラメータに影響を与えるため，その不確かさが与え

る影響を評価した。初期燃料温度の不確かさにより評価

項目に対する余裕が変化するが，「(5) 解析条件の不確

かさが評価項目となるパラメータに与える影響評価」に

おいて，初期燃料温度の不確かさの影響を確認している。 

     制御棒引抜阻止は，本評価において期待していないが，

これに期待した場合，中間領域計装の中性子束高（各レ

ンジフルスケールの 90％）信号が発信すると制御棒引き

抜きが阻止される。ただし，本評価では制御棒の誤引き

抜きにより反応度が急激に投入されるため，中間領域計

装の中性子束高（各レンジフルスケールの 90％）信号に

よる制御棒引抜阻止信号と中性子束高（各レンジフルス

ケールの 95％）信号による原子炉スクラム信号がほぼ同

時に発信することから，制御棒引抜阻止に期待した場合

でも評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

している。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉，東海第二

は制御棒引抜阻止信号と

原子炉スクラム信号がほ

ぼ同時に発信し，制御棒

引抜阻止による評価結果

への影響は小さいことか

ら，制御棒引抜阻止に期

待しない。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

周期短による制御棒引抜

阻止信号及びスクラム信

号のインターロックがな

い（警報のみ）ため，中

間領域計装の中性子束高

（各レンジフルスケール

の 95％）信号でスクラム

する。 
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ｂ．操作条件 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないため，運転員操作に

関する条件はない。 

（添付資料 5.4.5） 

 

(3) 感度解析 

解析コードの不確かさによりドップラ反応度フィードバック

効果と制御棒反応度効果は評価項目となるパラメータに影響を

与えることから本重要事故シーケンスにおいて感度解析を行

う。 

ドップラ反応度又はスクラム反応度を±10%とした場合にお

いて投入される反応度は 0.55 ドルとベースケースと比べて殆

ど差異がない結果である。また引抜制御棒反応度を±10%とした

場合において投入される反応度は 0.56 ドル(+10%),0.53 ドル

(-10%)，実効遅発中性子割合を±10%とした場合において投入さ

れる反応度は 0.53 ドル(+10%),0.56 ドル(-10%)となる。以上

より，これらの不確かさを考慮しても反応度投入事象には至ら

ず，燃料エンタルピ増加に伴う燃料の破損は生じないことから，

評価項目を満足する。 

（添付資料 5.4.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 操作時間余裕の把握 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

 

ｂ．操作条件 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

示すとおり，運転員等操作には期待しないため，運転員等操作

に関する条件はない。 

（添付資料 5.4.3） 

 

(3) 感度解析 

解析コードの不確かさによりドップラ反応度フィードバック

効果と制御棒反応度効果は評価項目となるパラメータに影響を

与えることから本重要事故シーケンスにおいて感度解析を行

う。 

ドップラ反応度を＋10％とした場合において投入される反応

度は約 1.13 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 80kJ／kgＵＯ２，

燃料エンタルピの増分の最大値：約 72kJ／kgＵＯ２），－10％

とした場合において投入される反応度は約 1.13 ドル（燃料エ

ンタルピ最大値：約 92kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増分の

最大値：約 83kJ／kgＵＯ２），スクラム反応度を＋10％とした

場合において投入される反応度は約 1.13 ドル（燃料エンタル

ピ最大値：約 82kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増分の最大値：

約 74kJ／kgＵＯ２），－10％とした場合に投入される反応度は

約 1.13 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 89kJ／kgＵＯ２，燃

料エンタルピの増分の最大値：約 81kJ／kgＵＯ２），引抜制御

棒反応度を＋10％とした場合において投入される反応度は約

1.15 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 102kJ／kgＵＯ２，燃料

エンタルピの増分の最大値：約 94kJ／kgＵＯ２），－10％とし

た場合において投入される反応度は約 1.12 ドル，実効遅発中

性子割合を＋10％とした場合において投入される反応度は約

1.11 ドル，－10％とした場合において投入される反応度は約

1.16 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 90kJ／kgＵＯ２，燃料

エンタルピの増分の最大値：約 82kJ／kgＵＯ２）となる。 

 

以上より，これらの不確かさを考慮しても燃料エンタルピ増

加に伴う燃料の破損は生じないことから，評価項目を満足する。 

（添付資料 5.4.3） 

 

(4) 操作時間余裕の把握 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に

 

ｂ．操作条件 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」

に示すとおり，運転員等操作には期待しないため，運転員

等操作に関する条件はない。 

（添付資料5.4.3） 

 

(3) 感度解析 

解析コードの不確かさによりドップラ反応度フィードバッ

ク効果と制御棒反応度効果は評価項目となるパラメータに影

響を与えることから本重要事故シーケンスにおいて感度解析

を行う。 

ドップラ反応度を＋10％とした場合に投入される反応度は

約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 48kJ/kg，増分の

最大値は約 40kJ/kg），－10％とした場合に投入される反応

度は約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 52kJ/kg，増

分の最大値は約 44kJ/kg）である。 

スクラム反応度を＋10％とした場合に投入される反応度は

約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 48kJ/kg，増分の

最大値は約 40kJ/kg），－10％とした場合に投入される反応

度は約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 53kJ/kg，増

分の最大値は約 45kJ/kg）である。 

引抜制御棒反応度を＋10％とした場合に投入される反応度

は約 1.16 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 63kJ/kg，増分

の最大値は約 55kJ/kg），－10％とした場合に投入される反

応度は約 1.12 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 39kJ/kg，

増分の最大値は約 31kJ/kg）である。 

実効遅発中性子割合を＋10％とした場合に投入される反応

度は約 1.11 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 45kJ/kg，増

分の最大値は約 37kJ/kg），－10％と投入される反応度は約

1.17 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 56kJ/kg，増分の最

大値は約 48kJ/kg）である。 

以上より，これらの不確かさを考慮しても燃料エンタルピ

増加に伴う燃料の破損は生じないことから，評価項目を満足

する。 

（添付資料5.4.3） 

(4) 操作時間余裕の把握 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件及び解析結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 
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示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，操作時間

余裕に関する影響はない。 

 

(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える

影響評価 

解析条件の不確かさにより投入される反応度が大きくなるこ

とも考えられ，評価項目となるパラメータに影響を与えること

から，炉心状態の変動による評価項目となるパラメータに与え

る影響について確認した。以下の 2 つの保守的な想定をした評

価においても，投入される反応度は約 0.7 ドル以下にとどまる

ことから，不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

 

 

 

・過渡解析「原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き」

に示すように3.5%Δk の価値を有する制御棒グループが引

き抜かれる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態において，９×

９燃料（Ｂ型）平衡炉心の反応度印加率を包絡する引抜制

御棒反応度曲線を用いた場合初期出力は炉心状態ごとに異

なり，評価項目となるパラメータに影響を与えるため，そ

の不確かさが与える影響を評価した。定格の 10-8 の 10 倍

及び 1/10 倍とした場合の感度解析を行い，有効性評価で

の結果（0.55 ドル）と大きく差異がなく，0.55 ドル（10 倍）

及び 0.54 ドル（1/10 倍）であることから，初期出力の不

確かさが与える影響は小さい。 

 

 

示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，操作時間

余裕に関する影響はない。 

 

(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える

影響評価 

解析条件の不確かさにより投入される反応度が大きくなるこ

とも考えられ，評価項目となるパラメータに影響を与えること

から，炉心状態の変動による評価項目となるパラメータに与え

る影響について確認した。 

以下の保守的な想定をした評価においても，投入される反応

度は約 1.16 ドル（燃料エンタルピ最大値：約 80kJ／kgＵＯ２，

燃料エンタルピの増分の最大値：約 72kJ／kgＵＯ２）にとどま

ることから，不確かさが評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態において，９×９

燃料（Ｂ型）平衡炉心の反応度印加率を包絡する引抜制御棒

反応度曲線を用いた場合初期出力は炉心状態ごとに異なり，

評価項目となるパラメータに影響を与えるため，その不確か

さが与える影響を評価した。定格の 10－８の 10 倍及び 1／10 

倍とした場合の感度解析を行い，有効性評価での結果（約1.13

ドル）と大きく差異がなく，約 1.09 ドル（10 倍）及び約 1.17 

ドル（燃料エンタルピ最大値：約 124kJ／kgＵＯ２，燃料エン

タルピの増分の最大値：約 115kJ／kgＵＯ２）（1／10 倍）で

あることから，初期出力の不確かさが与える影響は小さい。 

 

に示すとおり，運転員等操作には期待しないことから，操作

時間余裕に関する影響はない。 

 

(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える

影響評価 

解析条件の不確かさにより投入される反応度が大きくなる

ことも考えられ，評価項目となるパラメータに影響を与える

ことから，炉心状態の変動による評価項目となるパラメータ

に与える影響について確認した。 

以下の保守的な想定をした評価においても，投入される反

応度は約 1.21 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 68kJ/kg，

増分の最大値は約 60kJ/kg）にとどまることから，不確かさ

が評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態において，９×

９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ

燃料 228 体を装荷した平衡炉心，９×９燃料（Ｂ型）及び

ＭＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡炉心の反応度印加率を包

絡する引抜制御棒反応度曲線を用いた場合初期出力は炉心

状態ごとに異なり，評価項目となるパラメータに影響を与

えるため，その不確かさが与える影響を評価した。定格の

10-8の 10倍及び１／10倍とした場合の感度解析を行い，有

効性評価での結果（投入される反応度は約 1.14 ドル，燃料

エンタルピの最大値は約 50kJ/kg，増分の最大値は約

42kJ/kg）と大きく差異がなく，投入される反応度は約 1.11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件及び解析結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，誤引抜さ

れる制御棒の反応度価値

が約 1.04％Δk であり，

過渡解析の解析条件の方

が厳しいが，東海第二及

び，島根２号炉の過渡解

析の条件（制御棒の反応

度価値は 1.3％Δk）は本

評価に包絡される。 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 

・解析条件及び解析結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 
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初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラ

メータに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価

した。初期燃料温度を 60℃とした場合の感度解析を実施し，有

効性評価での結果（0.55 ドル）と大きく差異がない，0.57 ド

ルであることから，初期燃料温度の不確かさが与える影響は小

さい。 

（添付資料 5.4.5, 5.4.6） 

 

 

 

 

(6) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメー

タに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，解析

条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

 

 

 

 

 

 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラ

メータに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価

した。初期燃料温度を 60℃とした場合の感度解析を実施し，有

効性評価での結果（約 1.13 ドル，燃料エンタルピ最大値：約

85kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増分の最大値：約 77kJ／kg

ＵＯ２）と大きく差異がない，約 1.13 ドル（燃料エンタルピ

最大値：約 96kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増分の最大値：

約 80kJ／kgＵＯ２）であることから，初期燃料温度の不確かさ

が与える影響は小さい。 

（添付資料 5.4.3，5.4.4，5.4.5） 

 

(6) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメー

タに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，解析

条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

 

ドル，燃料エンタルピの最大値は約 33kJ/kg，増分の最大

値は約 25kJ/kg（10 倍）及び投入される反応度は約 1.16 ド

ル，燃料エンタルピの最大値は約 69kJ/kg，増分の最大値

は約 61kJ/kg（１／10 倍）であることから，初期出力の不

確かさが与える影響は小さい。 

 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパ

ラメータに影響を与えるため，その不確かさが与える影響を

評価した。初期燃料温度を60℃とした場合の感度解析を実施

し，有効性評価での結果（投入される反応度は約1.14ドル，

燃料エンタルピの最大値は約50kJ/kg，増分の最大値は約

42kJ/kg）と大きく差異がなく，投入される反応度は約1.15

ドル，燃料エンタルピの最大値は約64kJ/kg，増分の最大値は

約49kJ/kgであることから，初期燃料温度の不確かさが与える

影響は小さい。 

（添付資料5.4.3，5.4.4） 

 

(6) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件及び解析結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計による相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，重大

事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいない。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，必要

な水源，燃料及び電源の評価結果は以下のとおりである。 

 

ａ．水源 

本重要事故シーケンスの評価では，原子炉注水は想定してい

ない。 

 

ｂ．燃料 

5.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，重大

事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいない。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，必要

な水源，燃料及び電源の評価結果は以下のとおりである。 

 

ａ．水 源 

本重要事故シーケンスの評価では，原子炉注水は想定してい

ない。 

 

ｂ．燃 料 

5.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，重

大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はい

ない。 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，必

要な水源，燃料及び電源の評価結果は以下のとおりである。 

 

ａ．水源 

本重要事故シーケンスの評価では，原子炉注水は想定し

ていない。 

 

ｂ．燃料 
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本重要事故シーケンスの評価では，燃料の使用は想定してい

ない。 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスの評価では，外部電源喪失は想定して

いない。 

本重要事故シーケンスの評価では，燃料の使用は想定してい

ない。 

ｃ．電 源 

本重要事故シーケンスの評価では，外部電源喪失は想定して

いない。 

本重要事故シーケンスの評価では，燃料の使用は想定し

ていない。 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスの評価では，外部電源喪失は想定

していない。 

5.4.5 結論 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，誤操作によ

り過剰な制御棒の引き抜きが行われ，臨界に至る反応度が投入さ

れることで，原子炉が臨界に達し燃料損傷に至ることが特徴であ

る。事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対する燃料損

傷防止対策としては，原子炉停止機能を整備している。 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」の重要事故シーケ

ンス「停止中に実施される試験等により，最大反応度価値を有す

る制御棒 1 本が全引抜されている状態から，他の 1 本の制御棒が

操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反

応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」について有効

性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉停止機能により，燃料が損傷す

ることはなく，未臨界を維持することが可能である。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

解析条件の不確かさについて確認した結果，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。

本事故シーケンスグループにおける 6 号及び 7 号炉同時の重

大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいない。

スクラム動作後の原子炉の状態確認において, 中央制御室の運転

員１名で実施可能である。 

以上のことから，原子炉停止機能の燃料損傷防止対策は，選定

した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事

故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して有効である。 

5.4.5 結 論 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，誤操作によ

り過剰な制御棒の引き抜きが行われ，臨界に至る反応度が投入さ

れることで，原子炉が臨界に達し燃料損傷に至ることが特徴であ

る。事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対する燃料損

傷防止対策としては，原子炉停止機能を整備している。 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」の重要事故シーケ

ンス「停止中に実施される検査等により，最大反応度価値を有す

る制御棒 1 本が全引き抜きされている状態から，他の 1 本の制御

棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常

な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」について

有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉停止機能により，燃料が損傷す

ることはなく，未臨界を維持することが可能である。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

解析条件の不確かさについて確認した結果，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。

本事故シーケンスグループにおける重大事故等対策は自動で作

動するため，対応に必要な要員はいない。スクラム動作後の原子

炉の状態確認において，中央制御室の当直運転員 1 名で実施可能

である。 

以上のことから，原子炉停止機能の燃料損傷防止対策は，選定

した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事

故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して有効である。 

5.4.5 結論 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，誤操作によ

り過剰な制御棒の引き抜きが行われ，臨界に至る反応度が投入さ

れることで，原子炉が臨界に達し燃料損傷に至ることが特徴であ

る。事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対する燃料損

傷防止対策としては，原子炉停止機能を整備している。 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」の重要事故シーケ

ンス「停止中に実施される検査等により，最大反応度価値を有す

る制御棒１本が全引き抜きされている状態から，他の１本の制御

棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常

な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」について

有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉停止機能により，燃料が損傷す

ることはなく，未臨界を維持することが可能である。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未

臨界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，

安定状態を維持できる。 

解析条件の不確かさについて確認した結果，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。

本事故シーケンスグループにおける島根原子力発電所２号炉の

重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいな

い。スクラム動作後の原子炉の状態確認において，中央制御室の

運転員１名で実施可能である。 

以上のことから，原子炉停止機能の燃料損傷防止対策は，選定

した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事

故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して有効である。 
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第 5.4.1－1 図 「反応度の誤投入」の対応手順の概要 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，原子炉

周期短による制御棒引抜

阻止信号及びスクラム信

号のインターロックがな

い（警報のみ）ため，中

間領域計装の中性子束高

（各レンジフルスケール

の 95％）信号でスクラム

する。 
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第 5.4.2 図 引抜制御棒反応度曲線 

第 5.4.3 図 スクラム反応度曲線 

第 5.4－2 図 引抜制御棒反応度曲線 

第 5.4－3 図 スクラム反応度曲線 

第 5.4.2－1 図 反応度の誤投入における引抜制御棒反応度曲線 

第 5.4.2－2 図 反応度の誤投入におけるスクラム反応度曲線 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

①誤引き抜きされる制御

棒１本の反応度価値は，

柏崎 6/7（約 1.04%Δk）

に対して，島根２号炉（約

1.75%Δk），東海第二（約

1.71%Δk）であるため，

反応度曲線の傾きが柏崎

6/7 に比べて大きくな

る。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②島根２号炉，東海第二，

柏崎 6/7 のいずれも誤引

き抜きされた反応度価値

の高い制御棒が途中挿入

の状態から原子炉スクラ

ム信号により全挿入され

るため，制御棒の挿入初

期段階で大きなスクラム

反応度が投入される。た

だし，ＡＢＷＲとＢＷＲ

５の設計の差異（制御棒

引抜速度の相違）により，

島根２号炉，東海第二は

柏崎 6/7 に比べて原子炉

スクラム時点における制

御棒引抜量が多いため，

制御棒の挿入初期で大き

なスクラム反応度が投入

される。 

① 

① 

② 

② 

② 
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第 5.4.4 図 炉心平均中性子束の推移 第 5.4－4 図 反応度の誤投入における事象変化 第 5.4.2－3 図 反応度の誤投入における推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉，東海第二

は，投入される反応度が

１ドルを超えるため，燃

料エンタルピの評価によ

り燃料の健全性が維持さ

れることを確認してい

る。柏崎 6/7 は投入され

る反応度が１ドル未満の

ため燃料エンタルピの評

価を実施していない。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，高速ス

クラムプラントであり，

従来スクラムプラントよ

り，速やかに制御棒が挿

入されるため，相対的に

エンタルピの値は小さく

なる。 

【柏崎 6/7】 

③解析時間の相違。

① 

① 

① 

② 

② ① 

③ 

③ 
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 本文比較表に記載の差異

以外で主要な差異につい

て記載。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故等

対処設備として位置付け

るものを明確化してい

る。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象施

設としての機能を期待す

る設備を「重大事故等対

処設備（設計基準拡張）」 

と位置付けている。 
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5.4-19



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
第

5.
4.
2 
表
 主

要
解
析
条
件
（
反
応
度
の
誤
投
入
）

（
2/
3）

第
5.
4－

2
表
 主

要
解
析
条
件
（
反
応
度
の
誤
投
入
）（

2／
3
）
 

・解析条件の相違
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添付資料 5.4.1 

 

反応度の誤投入事象の代表性について 

 

 

有効性評価では反応度の誤投入事象として，「停止中に実施さ

れる試験等により，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引抜

されている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超える

誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知でき

ずに燃料の損傷に至る事故」を想定している。これは，運転停止

中に実施する停止時冷温臨界試験や停止余裕検査を考慮した想

定であり，その試験の制御棒誤引き抜き事象の代表性について以

下に示す。 

 

1.運転停止中において，制御棒を複数引き抜く試験 

運転停止中の通常の原子炉においては，停止余裕（最大反応度

価値を有する同一水圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本の制

御棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維持できること）を確保し

た燃料配置に加え，原子炉モードスイッチを「燃料交換」位置に

することで同一水圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本を超え

る制御棒の引き抜きを阻止するインターロックを維持し，不用意

な臨界の発生を防止している。しかし，「原子炉停止余裕検査」

と「停止時冷温臨界試験」の実施時においては，原子炉モードス

イッチを「起動」位置として複数の制御棒の引き抜きを実施する。

そのため，これらの試験中に人的過誤が発生すると，想定を超え

る反応度が投入される可能性がある。 

 

それぞれの試験の概要や対象となる制御棒等は以下のとおり。 

 

a.停止時冷温臨界試験 

試験の目的  ：臨界予測精度の維持・向上のためのデータ

ベースの蓄積 

試験内容   ：あらかじめ定めた制御棒操作手順に則り，

順番に対象となる制御棒引き抜きを実施

し，臨界状態確認後に，制御棒パターン，

原子炉冷却材温度，ペリオド等のデータを

採取する。なお，臨界近傍での制御棒の引

添付資料 5.4.1 

 

反応度誤投入事象の代表性について 

 

1. はじめに 

  有効性評価では反応度の誤投入事象として，「停止中に実施

される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒 1本が全

引き抜きされている状態から，他の 1本の制御棒が操作量の制

限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投

入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」を想定している。こ

れは，運転停止中に実施する冷温臨界検査や停止余裕検査を考

慮した想定であり，その検査の制御棒引き抜き事象の代表性に

ついて以下に示す。 

 

2. 運転停止中において制御棒を複数引き抜く検査 

  運転停止中の原子炉においては，停止余裕（最大反応度価値

を有する1本の制御棒が引き抜かれた状態でも炉心の未臨界を

維持できること）を確保した燃料配置としていることに加え，

原子炉モード・スイッチを燃料取替位置にすることで，1 本を

超える制御棒の引き抜きを阻止するインターロックが作動す

る状態とし，不用意な臨界の発生を防止している。 

  しかしながら，停止余裕検査及び冷温臨界検査の実施時にお

いては，原子炉モード・スイッチを起動位置として複数の制御

棒の引き抜きを実施する。このため，これらの検査中に人的過

誤が発生すると，想定を超える反応度が投入される可能性があ

る。 

 

それぞれの検査の概要や対象となる制御棒等は以下のとおり。 

 

(1)冷温臨界検査 

  検査の目的 ：臨界予測精度の維持・向上のためのデータベ

ースの蓄積。 

  検査方法  ：原子炉の起動前及び停止後に冷温状態で実施

する（いずれも原子炉圧力容器は未開放）。

あらかじめ作成した検査用の引き抜きシー

ケンスに従って順番に対象となる制御棒の

引き抜きを実施し，臨界状態確認後に，制御

添付資料 5.4.1 

 

反応度の誤投入事象の代表性について 

 

 

有効性評価では反応度の誤投入事象として，「停止中に実施

される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全

引き抜きされている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の制

限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投

入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」を想定している。こ

れは，運転停止中に実施する停止時冷温臨界試験や原子炉停止

余裕検査を考慮した想定であり，その試験の制御棒誤引抜事象

の代表性について以下に示す。 

 

１．運転停止中において，制御棒を複数引き抜く試験 

運転停止中の通常の原子炉においては，停止余裕（最大反応

度価値を有する１本の制御棒が引き抜かれても炉心を未臨界

に維持できること）を確保した燃料配置に加え，原子炉モード

スイッチを「燃料交換」位置にすることで複数の制御棒の引き

抜きを阻止するインターロックを維持し，不用意な臨界の発生

を防止している。しかし，「原子炉停止余裕検査」と「停止時

冷温臨界試験」の実施時においては，原子炉モードスイッチを

「起動」位置として複数の制御棒の引き抜きを実施する。その

ため，これらの試験中に人的過誤が発生すると，想定を超える

反応度が投入される可能性がある。 

 

 

それぞれの試験の概要や対象となる制御棒等は以下のとおり。 

 

a．停止時冷温臨界試験 

試験の目的：臨界予測精度の維持・向上のためのデータベ

ースの蓄積 

試験内容 ：原子炉の起動前及び停止後に冷温状態で実施

する（いずれも原子炉圧力容器は未開放）。あ

らかじめ定めた制御棒操作手順に則り，順番

に対象となる制御棒引き抜きを実施し，臨界

状態確認後に，制御棒パターン，原子炉冷却

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 
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き抜きに際しては，1 ノッチ又は 1 ステッ

プ引き抜きごとに試験担当者で未臨界を

確認している。 

対象制御棒  ：評価ケースにより異なる。臨界状態が確認

されるまで，複数本の制御棒の引き抜きを

実施。臨界近傍で引き抜く制御棒の価値は

小さいものを取り扱う。 

事故防止対策：制御棒操作監視系による制御棒選択 

b.停止余裕検査

試験の目的  ：停止余裕の確認 

試験内容 ： 

①最大価値を有する制御棒（CR-1）の全引

抜

②最大価値を有する制御棒（CR-1）と同一

の水圧制御ユニットに属する制御棒

（CR-2）の全引抜 

③最大価値を有する制御棒（CR-1）を補正

位置 N まで挿入

④最大価値を有する制御棒（CR-1）の斜め

隣接の制御棒（CR-3）を補正位置 N まで

引き抜き

⑤最大価値を有する制御棒（CR-1）を再度

全引抜

この状態の炉心が未臨界であることを

確認する。なお，制御棒の引き抜きに際

棒パターン，原子炉水温度及びペリオド等の

データを採取する。なお，臨界近傍での制御

棒の引き抜きに際しては，1 ノッチ引き抜き

ごとに検査担当者で未臨界を確認している。 

  対象制御棒 ：評価ケースにより異なる。臨界状態が確認さ

れるまで，複数本の制御棒の引き抜きを実施

する。臨界近傍では，反応度価値が小さい制

御棒を取り扱う。 

  事故防止対策：制御棒価値ミニマイザによる制御棒操作手順

の監視，又は制御棒の操作を行う運転員とは

異なる運転員 1名による監視。 

(2)停止余裕検査

  検査の目的 ：停止余裕（挿入可能な制御棒のうち最大反応

度価値を有する制御棒1本が挿入されない場

合でも，原子炉を常に冷温で未臨界にできる

こと）を確認する。 

  検査方法  ：燃料取替及び燃料集合体炉内配置検査の完了

後，原子炉圧力容器蓋の閉鎖前（原子炉ウェ

ル満水時）に以下の手順で実施する。

①最大反応度価値を有する制御棒（ＣＲ－

１）を全引き抜き位置まで引き抜く。

②最大反応度価値を有する制御棒（ＣＲ－

１）を位置Ｎ※まで挿入する。

※ 最大反応度価値を有する制御棒（Ｃ

Ｒ－１）の対角隣接の制御棒（ＣＲ

－２）について停止余裕の確認に必

要な引き抜き位置

③最大反応度価値を有する制御棒（ＣＲ－

１）の対角隣接の制御棒（ＣＲ－２）を位

置Ｎまで引き抜く。

④最大反応度価値を有する制御棒（ＣＲ－

１）を再度 1ノッチずつ引き抜きして，全

引き抜きとし，この状態で炉心が臨界未満

であることを確認する。なお，制御棒の引

材温度，ペリオド等のデータを採取する。な

お，臨界近傍での制御棒の引き抜きに際して

は，１ノッチ引き抜きごとに試験担当者で未

臨界を確認している。 

対象制御棒：評価ケースにより異なる。臨界状態が確認さ

れるまで，複数本の制御棒の引き抜きを実施。

臨界近傍で引き抜く制御棒の価値は小さいも

のを取り扱う。 

事故防止対策：制御棒価値ミニマイザによる監視（又は制

御棒を操作する運転員以外の運転員による

監視） 

b．原子炉停止余裕検査 

試験の目的：停止余裕（最大反応度価値を有する１本の制

御棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維持で

きること）の確認 

試験内容 ：燃料取替及び燃料集合体炉内配置検査の完了

後，以下の手順で実施する。 

①最大価値を有する制御棒（CR-1）の全引き

抜き

②最大価値を有する制御棒（CR-1）を補正位

置 N※１まで挿入

※１ 最大反応度価値を有する制御棒

（CR-1）の対角隣接の制御棒（CR-2）

について停止余裕の確認に必要な

引抜位置 

③最大価値を有する制御棒（CR-1）の斜め隣

接の制御棒（CR-2）を補正位置 Nまで引き

抜き

④最大価値を有する制御棒（CR-1）を再度全

引き抜き

この状態の炉心が未臨界であることを確

認する。なお，制御棒の引き抜きに際して

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 

・運用及び設備設計の

相違

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲでは引抜シ

ーケンスを制御棒操作

監視系（ＲＣ＆ＩＳ）

に登録し，自動で制御

棒を選択するが，ＢＷ

Ｒ５では制御棒価値ミ

ニマイザ又は運転員に

より監視する。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】

ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 
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しては，1 ノッチ引き抜きごとに検査担

当者で未臨界を確認している。 

対象制御棒  ：最大反応度価値制御棒 1 組又は 1 本 

最大価値を有する制御棒の斜め隣接の

制御棒 1 本 

引き抜かれる制御棒は斜め隣接の制御

棒のうち反応度の補正に必要な価値を

有していて印加反応度が大きすぎない

ように選択 

事故防止対策  ：ロッドワースミニマイザの制御棒選択パタ

ーン規制（又は制御棒を操作する運転員以

外の運転員による監視）なお，ロッドワー

スミニマイザの機能により，最大反応度価

値制御棒以外の制御棒を引き抜く場合，面

隣接の制御棒を選択すると制御棒引抜許

可信号がリセットされる。 

2.想定する人的過誤

想定を超えた反応度が投入されるおそれのある人的過誤とし

て下記の「燃料の誤装荷」，「制御棒の選択誤り」，「制御棒の連続

引き抜き」について検討した。 

2-1.単一の人的過誤

a. 燃料の誤装荷

燃料の誤装荷は誤配置や燃料・制御棒の装荷順序の誤りによ

り，想定以上の反応度が投入されることが考えられる。これら

は燃料交換が燃料取替機（FHM）により自動で装荷位置まで移

動され，かつ作業員による配置の確認及び燃料移動監視装置に

よる確認や運転員による出力の監視も行われる。このため，本

事象が発生しても適切に認知がされるため，反応度の連続投入

及び急激な反応度の投入は考えられない。 

b. 制御棒の選択誤り

操作する制御棒の選択を誤るとその反応度価値は変化する。

停止時冷温臨界試験や停止余裕検査の試験では事前に対象と

き抜きに際しては，各 1ノッチ引き抜き前

に検査担当者が未臨界を確認している。 

  対象制御棒 ：最大反応度価値を有する制御棒 1 本及び最大

反応度価値を有する制御棒の対角隣接の制

御棒 1本。 

引き抜かれる制御棒は，最大反応度価値を有

する制御棒の対角隣接の制御棒のうち，最大

反応度価値を有するものを選択。 

事故防止対策：制御棒の操作を行う運転員とは異なる運転員 1名

による監視。 

3. 想定する人的過誤

想定を超えた反応度が投入されるおそれのある人的過誤と

して，「燃料の誤装荷」，「制御棒の選択誤り」及び「制御棒の

連続引き抜き」について検討した。 

3.1 単一の人的過誤 

(1) 燃料の誤装荷

燃料の誤装荷は，燃料の誤配置や燃料・制御棒の装荷順序

の誤りにより，想定以上の反応度が投入されることが考えら

れる。しかしながら，燃料を装荷する際は，燃料取替機が自

動で燃料装荷位置まで移動し，かつ作業員による燃料装荷位

置の確認や定検時燃料移動監視装置による確認等が行われ

る。このため，本事象が発生しても適切に認知がされること

から，反応度の連続投入や急激な反応度の投入は考えにく

い。 

(2) 制御棒の選択誤り

操作対象制御棒の選択を誤ると，当該制御棒の反応度価値

が変化する。冷温臨界検査では，事前に対象となる制御棒の

は，１ノッチ引き抜きごとに検査担当者で

未臨界を確認している。 

対象制御棒：最大反応度価値制御棒１本 

最大価値を有する制御棒の斜め隣接の制

御棒１本 

最大価値を有する制御棒の斜め隣接の制

御棒のうち反応度の補正に必要な価値を

有していて印加反応度が大きすぎないよ

うに選択 

事故防止対策：制御棒を操作する運転員以外の運転員によ

る監視 

２．想定する人的過誤 

想定を超えた反応度が投入されるおそれのある人的過誤と

して下記の「燃料の誤装荷」，「制御棒の選択誤り」及び「制御

棒の連続引き抜き」について検討した。 

2-1.単一の人的過誤

ａ．燃料の誤装荷

燃料の誤装荷は，誤配置や燃料・制御棒の装荷順序の誤

りにより，想定以上の反応度が投入されることが考えられ

る。これらは燃料交換が燃料取替機により自動で装荷位置

まで移動され，かつ作業員による配置の確認が実施されて

いる。このため，本事象が発生しても適切に認知がされる

ため，反応度の連続投入及び急激な反応度の投入は考えら

れない。 

b．制御棒の選択誤り 

操作する制御棒の選択を誤るとその反応度価値は変化

する。停止時冷温臨界試験や原子炉停止余裕検査では事前

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 

・運用の相違

【東海第二】 

 島根２号炉，柏崎 6/7

は，全引抜した時の制

御棒価値が，停止余裕

確認のための反応度補

正分以上で，過渡解析

の解析条件である制御

棒価値以下の制御棒を

選択する。 

・設備の相違

柏崎 6/7，東海第二

は，燃料取替機の運転

情報と制御棒位置等を

組み合わせて，有効な

燃料移動かどうか判定

している。 
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なる制御棒の価値が臨界近傍で大きくならないよう評価によ

り対象を選定しており，その制御棒パターンは制御棒操作監視

系（停止時冷温臨界試験），ロッドワースミニマイザ（停止余

裕検査），運転員及び検査員により監視されているため，これ

らのパターンを外れた制御棒が選択されることは考えづらい。

また，選択誤りが発生した場合においても臨界付近での制御棒

引き抜き操作は 1 ノッチずつであるため，反応度の急激な投入

は考えられない。 

c. 制御棒の連続引き抜き

運転員及び検査員による制御棒及び起動領域モニタの確認

を実施しており，人的過誤発生時も認知が容易である。しかし，

これらの認知は運転員及び検査員に期待しているため，有効性

評価ではこれらの認知に期待せず，制御棒が連続引き抜きされ

ることを想定する。 

2-2.人的過誤の重畳

人的過誤として抽出した「a.燃料の誤装荷」，「b.制御棒の選

択誤り」，「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳事象の発生につい

て検討した。反応度の投入速度等の理由※から，検討するべき

人的過誤の重畳は「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続

引き抜き」のみであると考えられる。したがって，以下に「b.

制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の評価を示

す。 

評価の結果，人的過誤の重畳は発生の可能性が低く，また発

生した場合であっても必ず臨界に至るとは限らず，即発臨界に

至るような事象はさらに起こりにくいと考えられることから，

有効性評価では単一の人的過誤である「c.制御棒の連続引き抜

き」について検討する。 

※「c.制御棒の連続引き抜き」を含まない人的過誤が重畳し

た場合は，反応度の投入速度が遅く，即発臨界に至らない。

また，「a.燃料の誤装荷」については燃料取替交換機によ

り機械的に自動で選択されるため，運転員等の作業時の誤

りにより間違った配置になることはなく，またデータの入

価値が臨界近傍で大きくならないように評価により対象を

選定しており，その制御棒パターンは制御棒価値ミニマイザ

又は複数の運転員により監視されている。停止余裕検査にお

いても同様の監視を実施しており，操作対象以外の制御棒が

選択されることは考えにくい。また，選択誤りが発生した場

合においても臨界付近での制御棒の引抜操作は1ノッチずつ

であるため，反応度の急激な投入は考えにくい。 

(3) 制御棒の連続引き抜き

運転員，及び制御棒の操作を行う運転員とは異なる運転員

が制御棒や起動領域計装の確認を実施しており，人的過誤発

生時も認知が容易である。しかし，これらの認知は運転員に

期待しているため，有効性評価ではこれらの認知に期待せ

ず，制御棒が連続引き抜きされることを想定する。 

3.2 人的過誤の重畳 

  人的過誤として抽出した「燃料の誤装荷」，「制御棒の選択誤

り」及び「制御棒の連続引き抜き」の重畳事象の発生について

検討した。反応度の投入速度等の理由※から，検討するべき人

的過誤の重畳は「制御棒の選択誤り」＋「制御棒の連続引き抜

き」のみであると考えられる。 

評価の結果，人的過誤の重畳は発生の可能性が低いことか

ら，有効性評価では単一の人的過誤である「制御棒の連続引き

抜き」について検討する。 

※ 「制御棒の連続引き抜き」を含まない人的過誤が重畳し

た場合には，制御棒が 1ノッチずつ引き抜かれるため，

投入される反応度は「制御棒の連続引き抜き」に比べて

小さいと考えられる。また，「燃料の誤装荷」について

は，燃料取替機により自動で選択されるため，運転員等

に対象となる制御棒の価値が臨界近傍で大きくならない

よう評価により対象を選定しており，その制御棒パターン

は制御棒価値ミニマイザ又は運転員及び運転操作助勢者

により監視されているため，これらのパターンを外れた制

御棒が選択されることは考えづらい。また，選択誤りが発

生した場合においても臨界付近での制御棒引抜操作は１

ノッチずつであるため，反応度の急激な投入は考えられな

い。 

c．制御棒の連続引き抜き 

運転員及び検査員による制御棒及び中性子源領域計装

の確認を実施しており，人的過誤発生時も認知が容易であ

る。しかし，これらの認知は運転員及び運転操作助勢者並

びに検査員に期待しているため，有効性評価ではこれらの

認知に期待せず，制御棒が連続引き抜きされることを想定

する。 

2-2.人的過誤の重畳

人的過誤として抽出した「a．燃料の誤装荷」,「b．制御

棒の選択誤り」及び「c．制御棒の連続引き抜き」の重畳事

象の発生について検討した。反応度の投入速度等の理由※２

から，検討するべき人的過誤の重畳は「b．制御棒の選択誤

り」＋「c．制御棒の連続引き抜き」のみであると考えられ

る。したがって，以下に「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制

御棒の連続引き抜き」の評価を示す。 

評価の結果，人的過誤の重畳は発生の可能性が低く，また

発生した場合であっても必ず臨界に至るとは限らず，即発臨

界に至るような事象はさらに起こりにくいと考えられるこ

とから，有効性評価では単一の人的過誤である「c．制御棒

の連続引き抜き」について検討する。 

※２ 「c．制御棒の連続引き抜き」を含まない人的過誤が

重畳した場合は，制御棒が反応度の投入速度が遅く，

即発臨界に至らない。また，「a．燃料の誤装荷」につ

いては燃料取替機により機械的に自動で選択される

ため，運転員等の作業時の誤りにより間違った配置に

・運用及び設備設計の

相違 
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力についても複数のグループによる確認を多重に実施し

ていること，及び燃料集合体炉内配置検査を実施している

ことから，誤装荷単一の過誤の発生確率でも十分低いと考

えられ，他の過誤との重畳事象は考慮不要であると考えら

れる。 

 

・「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳 

 

人的過誤の重畳を考慮すべき試験は「1 運転停止中におい

て，制御棒を複数引き抜く試験」に示すとおり，原子炉停止余

裕検査及び停止時冷温臨界試験である。通常，試験では機械的

に制御棒の選択の誤りを防止している※。したがって，この機

能を使用している場合は,人的過誤による制御棒の選択の誤り

は発生しないため，人的過誤の重畳の考慮は不要である。これ

らの機能に期待しないで試験を実施することもあるため，その

場合における人的過誤の重畳を検討した。なお, ロッドワース

ミニマイザ等の機械的な誤操作の防止機能に期待しない場合

においては，操作する運転員以外の運転員が 1名以上監視にあ

たることで人的過誤の発生を防止しているため，これらについ

てもモデル化する。 

 

図 1 に「c.制御棒の連続引き抜き」，図 2 に「b.制御棒の選

択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳（人的過誤に従

属性を考えた場合）における HRA ツリー及び人的過誤の確率を

示す。 

その結果，「c.制御棒の連続引き抜き」の単一の人的過誤に

比べて「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」

の重畳を考慮した場合，発生確率が小さくなっていることが分

かる。なお,ここでの評価は同じ操作者・指示者による「b.制

御棒の選択誤り」と「c.制御棒の連続引き抜き」の人的過誤の

従属性については，NUREG/CR-6883 の SPAR-H 手法における従

属性レベルの選定フロー（表 1）に基づき,高従属と設定した。 

 

同じ操作者・指示者による「b.制御棒の選択誤り」及び「c.

制御棒の連続引き抜き」の過誤の従属性は，作業内容の差異や

ステップごとに実施していることから独立事象として考える

こともでき,その場合についても併せて評価した（図 3）。 

 

の作業時の誤りにより間違った配置に装荷されること

は考えにくく，燃料の装荷順序に係るデータの入力につ

いても十分確認がなされていることから，「燃料の誤装

荷」単一の過誤発生確率でも十分低いと考えられ，他の

過誤との重畳事象は考慮する必要がないと考えられる。 

 

(1) 「制御棒の選択誤り」及び「制御棒の連続引き抜き」重畳時の

人的過誤確率 

   人的過誤の重畳を考慮すべき検査は，「2. 運転停止中に

おいて制御棒を複数引き抜く検査」に示すとおり，停止余裕

検査及び冷温臨界検査である。通常，冷温臨界検査では制御

棒価値ミニマイザにより機械的に制御棒の選択の誤りを防

止している。したがって，この機能を使用している場合は，

人的過誤による制御棒の選択の誤りは発生しないため，人的

過誤の重畳の考慮は不要である。ただし，これらの機能に期

待しないで検査を実施することもあるため，その場合におけ

る人的過誤の重畳を検討した。なお，制御棒価値ミニマイザ

による機械的な制御棒の選択の誤りに期待しない場合にお

いては，制御棒を操作する運転員以外の運転員が 1名以上監

視に当たることで制御棒の選択の誤りの発生を防止してい

るため，これらについてもモデル化する。 

第 1 図に「制御棒の連続引き抜き」，第 2 図に「制御棒の

選択誤り」＋「制御棒の連続引き抜き」の重畳（人的過誤に

従属性を考えた場合）における人間信頼性解析（ＨＲＡ）ツ

リー及び人的過誤の確率を示す。 

その結果，「制御棒の連続引き抜き」の単一の人的過誤に

比べて「制御棒の選択誤り」＋「制御棒の連続引き抜き」の

重畳を考慮すると，発生確率が小さくなっていることがわか

る。なお，この評価における，同じ操作者・指示者による「制

御棒の選択誤り」と「制御棒の連続引き抜き」の人的過誤の

従属性は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－６８８３のＳＰＡＲ－Ｈ手法

における従属性レベルの選定フロー（第 1表）に基づき，高

従属と設定した場合のものである。 

ただし，同じ操作者・指示者による「制御棒の選択誤り」

と「制御棒の連続引き抜き」の人的過誤の従属性は，作業内

容の差異や，各々の操作をステップ毎に実施することから独

立事象として考えることができ，人的過誤の重畳が発生する

可能性は低い結果となった（第 3図）。 

なることはなく，またデータの入力についても複数の

担当者による確認を多重に実施していること，及び燃

料集合体炉内配置検査を実施していることから，誤装

荷単一の過誤の発生確率でも十分低いと考えられ，他

の過誤との重畳事象は考慮不要であると考えられる。 

 

•「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引き抜き」の

重畳 

人的過誤の重畳を考慮すべき試験は「1．運転停止中にお

いて，制御棒を複数引き抜く試験」に示すとおり，原子炉停

止余裕検査及び停止時冷温臨界試験である。通常，停止時冷

温臨界試験では機械的に制御棒の選択の誤りを防止してい

る※３。したがって，この機能を使用している場合は，人的過

誤による制御棒の選択の誤りは発生しないため，人的過誤の

重畳の考慮は不要である。しかし，これらの機能に期待しな

い場合であっても，操作する運転員以外の運転員が 1名以上

監視にあたることで試験の実施が許容されている(試験の手

順書)ため，制御棒価値ミニマイザ等の機械的な誤操作の防

止機能に期待しない状況で発生する人的過誤の確率につい

て検討した。 

 

図１ に「c.制御棒の連続引き抜き」，図２ に「b.制御棒の

選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳（人的過誤に

従属性を考えた場合）におけるＨＲＡツリー及び人的過誤の確

率を示す。 

その結果，「c．制御棒の連続引き抜き」の単一の人的過誤に

比べて「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引き抜き」

の重畳を考慮した場合，発生確率が小さくなっていることが分

かる。なお,ここでの評価は同じ操作者・指示者による「b.制

御棒の選択誤り」と「c.制御棒の連続引き抜き」の人的過誤の

従属性については，NUREG/CR-6883 の SPAR-H 手法における従

属性レベルの選定フロー（表１）に基づき,高従属と設定した。 

 

同じ操作者・指示者による「b.制御棒の選択誤り」及び「c.

制御棒の連続引き抜き」の過誤の従属性は，作業内容の差異や

ステップごとに実施していることから独立事象として考える

こともでき,その場合についても併せて評価した（図３）。 
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以上のように人的過誤が発生する確率は低く，また，これら

の人的過誤が重畳しても必ず臨界に至るとは限らず（対象の制

御棒価値が大きくない等），即発臨界に至るような事象はさら

に起こりにくいと考えられる。 

※原子炉停止余裕検査時のロッドワースミニマイザによる隣接

制御棒の引き抜き防止，停止時冷温臨界試験時のロッドワース

ミニマイザ及び制御棒操作監視系（RC＆IS）による対象制御棒

の自動選択 

以上より，有効性評価では単一の人的過誤である「制御棒

の連続引き抜き」について検討することとした。 

以上のように人的過誤が発生する確率は低く，また，これら

の人的過誤が重畳しても必ず臨界に至るとは限らず（対象の制

御棒価値が大きくない等），即発臨界に至るような事象はさら

に起こりにくいと考えられる。 

※３ 制御棒価値ミニマイザによる予め定められた制御棒以

外の引抜防止 

・運用及び設備設計の

相違 
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図 1 「c.制御棒の連続引き抜き」の HRA ツリー及び人的過誤確率 第 1図 「制御棒の連続引き抜き」のＨＲＡツリー及び人的過誤

確率 

図１ 「c．制御棒の連続引き抜き」のＨＲＡツリー及び人的過誤

確率 
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図 2 「b.制御棒の選択誤り」+「c.制御棒の連続引き抜き」（人的

過誤に従属性を考えた場合）の HRA ツリー及び人的過誤確率 

第 2図 「制御棒の選択誤り」及び「制御棒の連続引き抜き」重

畳時のＨＲＡツリー（従属性を考慮する場合） 

図２ 「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引き抜き」 

（人的過誤に従属性を考えた場合）のＨＲＡツリー及び人的過誤

確率 

過誤確率
（中央値）

EF 備考

F11
操作員の指示誤りによる制御棒の
選択誤り

3.0E-03 3
NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F12
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F11の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F13
検査員の指示による制御棒の連続
引き抜き

5.0E-01 2

NUREG/CR-6883（SPAR-H）の高従属
F11の操作と作業内容が異なるが，操作者，操作場所は同じであるため，高従属
とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
（過誤回復には期待しない）

F21
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

5.3E-02 3

NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F11の操作と作業内容が異なり，操作と時間的な間隔，作業者の相違があるた
め，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F31
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

3.0E-03 3
NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F32
検査員や監視している運転員によ
る制御棒の選択誤りに対する過誤
回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F31の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F33
検査員の指示による制御棒の連続
引き抜き

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F31の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F41
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

5.0E-01 2

NUREG/CR-6883（SPAR-H）の高従属
F31の操作と作業内容が異なるが，操作者，操作場所は同じであるため，高従属
とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
（過誤回復には期待しない）

人的過誤（平均値） EF

3.1E-04 3.6

人的過誤の内容

※操作する運転員による制御棒の連続引き抜きにおける過誤回復には保守的に期待しないこととした。
また，HRAツリー及び人的過誤の確率は，複数の制御棒を引き抜く冷温臨界試験を想定して評価した。

成功

（人的過誤なし，又は単

一の人的過誤）

失敗

（人的過誤の重畳）

F11

検査員の指示による

制御棒の選択誤り

F12

誤選択の過誤回復

F21

運転員による

制御棒の連続引き抜き

F13

検査員の指示による

制御棒の連続引き抜き

失敗

（人的過誤の重畳）

失敗

（人的過誤の重畳）

失敗

（人的過誤の重畳）

F31

運転員による

制御棒の選択誤り

F32

誤選択の過誤回復

成功

（単一の人的過誤）

成功

（単一の人的過誤）

F33

操作員の指示による

制御棒の連続引き抜き

F41

運転員による

制御棒の連続引き抜き
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図 3 「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」（それ

ぞれの人的過誤を独立事象とした場合）の 

HRA ツリー及び人的過誤確率 

第 3図 「制御棒の選択誤り」及び「制御棒の連続引き抜き」重

畳時のＨＲＡツリー（独立事象の場合） 

図３ 「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」 

(それぞれの人的過誤を独立事象とした場合)のＨＲＡツリー及び

人的過誤確率 

過誤確率
（中央値）

EF 備考

F11
操作員の指示誤りによる制御棒の
選択誤り

3.0E-03 3
NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F12
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F11の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F13
検査員の指示による制御棒の連続
引き抜き

3.0E-03 3

NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
※制御棒の選択誤りと作業内容が異なり，操作は検査要領書に従ってステップ毎に実施する
ことから，完全独立とした

F14
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F13の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタを1と設定

F21
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

3.0E-03 3

NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
※制御棒の選択誤りと作業内容が異なり，操作は検査要領書に従ってステップ毎に実施する
ことから，完全独立とした

F31
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

3.0E-03 3
NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F32
検査員や監視している運転員によ
る制御棒の選択誤りに対する過誤
回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F31の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F33
検査員の指示による制御棒の連続
引き抜き

3.0E-03 3

NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
※制御棒の選択誤りと作業内容が異なり，操作は検査要領書に従ってステップ毎に実施する
ことから，完全独立とした

F34
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3
NUREG/CR-6883（SPAR-H）の低従属
F33の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とした
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定

F41
操作する運転員による制御棒の連
続引き抜き

3.0E-03 3

NUREG/CR-1278　手順書を用いる時のオミッションエラー
（チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上））
特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは1と設定
※制御棒の選択誤りと作業内容が異なり，操作は検査要領書に従ってステップ毎に実施する
ことから，完全独立とした

人的過誤（平均値） EF

2.0E-06 4.5

人的過誤の内容

※操作する運転員による制御棒の連続引き抜きにおける過誤回復には保守的に期待しないこととした。
　また，HRAツリー及び人的過誤の確率は，複数の制御棒を引き抜く冷温臨界試験を想定して評価した。

成功

（人的過誤なし，又は単一の

人的過誤）

失敗

（人的過誤の重畳）

F11

検査員の指示による

制御棒の選択誤り

F12

誤選択の過誤回復

F21

運転員による

制御棒の連続引き抜き

F13

検査員の指示による

制御棒の連続引き抜き

失敗

（人的過誤の重畳）

失敗

（人的過誤の重畳）

失敗

（人的過誤の重畳）

F31

運転員による

制御棒の選択誤り

F32

誤選択の過誤回復

成功

（単一の人的過誤）

成功

（単一の人的過誤）

F33

操作員の指示による

制御棒の連続引き抜き

F41

運転員による

制御棒の連続引き抜き

F14

連続引き抜きの

過誤回復

F34

連続引き抜きの

過誤回復
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表 1 SPAR-H 手法における従属性レベルの選定フロー

（NUREG/CR-6883 から抜粋） 

 

 

3 過去に発生した反応度投入事象例 

 

過去に発生した反応度投入事象例は以下のものがある。 

平成 11 年 志賀原子力発電所 1 号炉 原子炉緊急停止事故は，

柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 号炉とは制御棒駆動機構が異な

り，物理的に発生の可能性がないため有効性評価で想定する反応

度誤投入事象として選定不要と考える。 

また，柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉 FMCRD 試運転時 CR 引き抜

き事象についても制御盤改造及び試験時特有の事象であること，

下に記載の再発防止策が取られていること，仮に発生したとして

も停止余裕に対して投入される反応度は大きくなく，また監視・

安全系が機能しているため，過渡事象等で考慮されている状態よ

り過酷とならないと考えられることから選定不要と考える。 

 

・平成 11年 志賀原子力発電所 1号炉 原子炉緊急停止事故（北

陸） 

原子炉停止機能強化工事の機能確認試験時にアイソレ誤り及

び弁のシートパスにより制御棒が引き抜かれ，アキュームレー

タに圧力が充填されていなかったことで，直ちに制御棒が挿入

されず，臨界に至った。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表 ＳＰＡＲ－Ｈ手法における従属性レベルの選定フロー 

 

 

 

4. 過去に発生した制御棒誤引き抜け事象と東海第二発電所にお

ける発生防止対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 志賀原子力発電所 1号炉における制御棒引き抜け事象 

   平成 11年 6月，志賀原子力発電所 1号炉において，原子炉

停止機能強化工事の機能確認工事の準備として，制御棒関連

の弁を操作していたところ，3本の制御棒が想定外に全挿入位

置から引き抜かれ，原子炉が臨界状態となった。この事象に

より，原子炉自動停止信号が発生したが，直ちに制御棒が挿

入されず，約 15 分間制御棒が全挿入されなかった。 

   この事象は，制御棒駆動水圧系（以下「ＣＲＤ」という。）

の原子炉戻りラインの弁を開けずにＣＲＤ挿入ライン隔離弁

を閉としたことにより，引き抜きラインに圧力がかかり，制

御棒が引き抜けた。また，原子炉自動停止信号が発生したに

も関わらず制御棒が挿入されなかったのは，ＣＲＤ挿入ライ

ン隔離弁が閉であったこと及び制御棒駆動水圧制御ユニット

表 1 SPAR-H 手法における従属性レベルの選定フロー 

（NUREG/CR-6883 から抜粋） 

 

 

３．過去に発生した反応度投入事例 

 

過去に発生した反応度投入事象例としては，平成 11 年志賀原

子力発電所１号炉原子炉緊急停止事故があるが，島根原子力発

電所２号炉では運用上の対策及び設備対策が実施されているこ

とから，事象発生の確率が低いと考えられるため，有効性評価

で想定する反応度誤投入事象として選定不要と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 11年志賀原子力発電所１号炉 原子炉緊急停止事故（北

陸） 

原子炉停止機能強化工事の機能確認試験時にアイソレ誤り及

び弁のシートパスにより制御棒が引き抜かれ，アキュームレー

タに圧力が充填されていなかったことで，直ちに制御棒が挿入

されず，臨界に至った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 
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この事象は，柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉において

は，制御棒駆動機構が異なるため，発生しない（FMCRD の HCU で

は物理的に引き抜けが起こらない）。 

 

 

また，仮に同様の事象が起きた場合についての炉心挙動解析

が実施されており，即発臨界に至る可能性はあるものの，炉心

損傷はしないことが確認されている（参考文献 日本原子力学会

誌 Vol.49,No.10（2007） 671-675 北陸電力（株）志賀原子力発

電所 1号機で発生した臨界時の炉心挙動解析）。 

 

・平成 8年 柏崎刈羽原子力発電所 6号炉 FMCRD 試運転時 CR引き

抜き事象（当社） 

6 号炉試運転中（建設段階）FMCRD 制御盤改造及び試験の準備

のため，FMCRD の安全処置（アイソレ）による隔離を実施し，シ

ミュレータにて制御棒位置を模擬的に引き抜きする試験を実

施。この時，アイソレミスにより一部の電源アイソレが実施さ

れておらず，実際の 4本の制御棒が 128 ステップの位置まで引

き抜かれた（この間，未臨界であることは確認されている）。 

制御盤改造及び試験時特有の事象であること，再発防止策（制

御棒の駆動電源 OFF と制御電源 OFF の安全処置の多重化）が実

施されていることから対策済みであると考える。また，この事

象では安全保護系により監視・安全系が機能していることから

炉心損傷には至らない。 

 

4  

 

 

 

 

 

 

 

（以下「ＨＣＵ」という。）アキュムレータに圧力が充てんさ

れていなかったことが原因である。 

 

 

 

   上記の事象を踏まえ，東海第二発電所では，次の対策を講

じている。 

   ａ．ＨＣＵ隔離時のＣＲＤリターンライン運転手順の整備 

   ｂ．原子炉－ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧上昇時のＣＲＤポ

ンプ自動トリップインターロックの設置 

   これらの対策を考慮して制御棒の誤引き抜け事象の発生頻

度を評価した結果，4.5E-10／施設定期検査と評価され，志賀

原子力発電所 1 号炉で発生した制御棒誤引き抜け事象と同様

の事象が東海第二発電所で発生する頻度は十分小さいことを

確認している。 

 

(2) 東海第二発電所における意図せぬ制御棒動作事象 

   東海第二発電所においては，制御棒の誤引き抜け事象等に

より反応度が誤投入された事象の発生実績はないが，平成 20

年 4 月，施設定期検査中（全燃料取出，全制御棒全引き抜き，

制御棒駆動水圧系ユニット（以下「ＨＣＵ」という。）隔離）

のところ，1本の制御棒が 44ポジション（全引き抜き位置（48

ポジション）から 4ポジション挿入）に動作し，「制御棒ドリ

フト」警報が発報した。 

   この事象は，動作した制御棒のＨＣＵの制御弁のリークテ

ストを実施中に，当該制御弁の圧力が安定せず加圧を通常よ

りも長時間実施したこと，及び当該ＨＣＵ周りの手動弁のシ

ートパスが重畳したことが原因である。 

   ただし，本事象は全燃料取出状態であったこと，及び制御

棒は挿入側に動作した事象であることから，反応度が投入さ

れた事象ではない。 

なお，当事象への対策として，以下の対策を行った。 

・当該ＨＣＵ弁の弁体取替え 

・ＨＣＵリークテストにおける圧力が安定しない場合は，

当該リークテストを中止する 

・警報処置手順書における「制御棒ドリフト」警報に本

事象を発生要因として加えることで，当該警報発報時

にＨＣＵリークテストも要因の調査対象とする。 

 

 

 

 

 

上記の事象を踏まえ，島根原子力発電所２号炉では，次の対

策を講じている。 

  ａ．ＨＣＵ隔離時のＣＲＤリターンライン運転手順の整備 

ｂ．原子炉－ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧上昇時のＣＲＤポン

プ自動トリップインターロックの設置 

また，仮に同様の事象が起きた場合についての炉心挙動解析

が実施されており，即発臨界に至る可能性はあるものの，炉心

損傷はしないことが確認されている（参考文献 日本原子力学会

誌 Vol.49,No.10（2007） 671-675 北陸電力（株）志賀原子力発

電所 1号機で発生した臨界時の炉心挙動解析）。 

 

・島根原子力発電所２号炉における制御棒部分挿入事象 

  島根原子力発電所２号炉においては，制御棒の誤引き抜け事

象等により反応度が誤投入された事象の発生実績はないが，平

成 24年４月，第 17回定期検査開始に伴い全炉心燃料（560 体）

を燃料プールへ取り出した後の原子炉内において全引抜状態と

していた制御棒 137 体中，１体（H-13）が部分挿入されている

ことを確認した。 

  この事象は，当該隔離弁（ユニット H-13 の駆動水挿入管隔離

弁）において，前回点検実施以降の開閉操作時にシステムのネ

ジ部にかじりが生じ，干渉していたため全閉ができず，当該隔

離弁操作時に弁棒のストロークまで確認していなかったため中

間開状態であることに気付かなかったことが原因である。 

  ただし，本事象は全燃料取り出し状態であったこと，および

制御棒が挿入側に動作した事象であることから，反応度が投入

された事象ではない。 

 なお，当事象への対策として，以下の対策を行った。 

 ａ．当該ＨＣＵ隔離弁の弁体・ステム・ガイドの交換を実施。 

 ｂ．ＨＣＵエアベント作業実施前の駆動水挿入管隔離弁・引抜

隔離弁の状態確認について，操作員の手での開閉確認に加

えて，開閉状態を表すマーキングにより確認を行うように

要領書の改正を実施。 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

・運転経験の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉，東海第二

は，今までに制御棒が挿

入側に動作した事象は

あるが，制御棒の誤引き

抜け事象等により反応

度が誤投入された事象

はない。 
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重要事故シーケンスの想定 

有効性評価では 1～3 章を踏まえ，停止時冷温臨界試験及び停止

余裕検査の検査時に人的過誤により制御棒が連続的に引き抜かれ

る事象を想定した。 

この時，誤引き抜きされる制御棒は，以下の点を考慮して「最

大反応度価値を有する制御棒の斜め隣接の制御棒」を反応度誤投

入の代表性のあるものとして選定した。 

・引き抜かれる制御棒の反応度価値が管理値※を超えるもの

・停止時冷温臨界試験や停止余裕検査での試験対象や事故防止

の対策 

・一般的に臨界近傍まで複数の制御棒を引き抜いていくと，1 本

あたりの制御棒価値は相対的に低下していく傾向にあること 

・設計により挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値制御棒

1 組又は 1 本が引き抜かれた状態であっても未臨界が維持さ

れていること 

以上より，反応度の誤投入事象として，「停止中に実施される試

験等により，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引抜されて

いる状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超える誤った

操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃

料の損傷に至る事故」を代表性のあるシナリオとしている。 

※核的制限値を超えないよう設定している管理値：臨界近接時に

おける制御棒の最大反応度価値は 1.0%Δk 以下 

5. 重要事故シーケンスの想定

有効性評価では上記 2.～4.を踏まえ，停止余裕検査や冷温臨

界検査時に，人的過誤により制御棒が連続的に引き抜かれる事

象を想定した。 

このとき，臨界近傍での引抜制御棒の反応度価値が冷温臨界

検査※に比べて大きい停止余裕検査においては，最大反応度価値

を有する対角隣接の制御棒 1本を引き抜くことを考慮して，「最

大反応度価値を有する制御棒が全引き抜きされている状態で最

大反応度価値を有する制御棒の対角隣接制御棒 1 本」を反応度

誤投入の代表性があるものとして選定した。 

以上より，反応度の誤投入事象として，「停止中に実施される

検査等により，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引き抜

きされている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超

える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認

知できずに燃料の損傷に至る事故」を代表性のあるシナリオと

している。 

※ 冷温臨界検査においては，臨界近傍における制御棒の反

応度価値は 1.0％Δk以下となるよう管理 

４．重要事故シーケンスの選定 

有効性評価では１～３章を踏まえ，停止時冷温臨界試験及び原

子炉停止余裕検査の検査時に人的過誤により制御棒が連続的に引

き抜かれる事象を想定した。 

この時，誤引き抜きされる制御棒は，以下の点を考慮して「最

大反応度価値を有する制御棒の斜め隣接の制御棒」を反応度誤投

入の代表性のあるものとして選定した。 

・引き抜かれる制御棒の反応度価値が管理値※４を超えるもの

・停止時冷温臨界試験や原子炉停止余裕検査での試験対象や事

故防止の対策

・一般的に臨界近傍まで複数の制御棒を引き抜いていくと，１

本あたりの制御棒価値は相対的に低下していく傾向にあるこ

と

・設計により挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値制御棒１

本が引き抜かれた状態であっても未臨界が維持されているこ

と

以上より，反応度の誤投入事象として，「停止中に実施される

検査等により，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引き抜き

されている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量の制限を超える

誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知でき

ずに燃料の損傷に至る事故」を代表性のあるシナリオとしている。 

※４ 核的制限値を超えないように設定している管理値：臨界近

接時における制御棒の最大反応度価値は 1.0％Δk 以下

（「９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ燃料が装荷されるまで

のサイクル」において核的制限値を超えないように管理し

ている値であり，「ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降」

における核的制限値） 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲとＢＷＲ５

の設計の相違。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.4.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

添付資料 5.4.4 

安定状態について 

 

 

運転停止中の反応度の誤投入の安定状態については以下のとお

り。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が

投入されるが，原子炉周期短（原子炉周期 20 秒）信号により，

制御棒の引き抜きは阻止され，さらに，原子炉周期短（原子炉

周期 10 秒）信号で原子炉はスクラムし，制御棒全挿入となり，

原子炉は未臨界状態となり，原子炉安定停止状態が確立され

る。 

 

重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はい

ない。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安

定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

 

添付資料 5.4.2 

安定停止状態について（運転停止中 反応度の誤投入） 

 

 

運転停止中の反応度の誤投入の安定停止状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，安定停止状

態が確立されたものとする。 

 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度

が投入されるが，原子炉出力ペリオド短（10 秒）信号により原

子炉はスクラムして制御棒全挿入となり，未臨界状態となるこ

とで，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

 

また，重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な

要員の確保は不要である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を継続することによ

り，安定停止状態後の状態維持が可能となる。 

 
 

添付資料 5.4.2 

安定状態について 

（運転停止中（反応度の誤投入）） 

 

運転停止中の反応度の誤投入の安定状態については以下のとお

り。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，原子

炉安定停止状態が確立されたものとす

る。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が

投入されるが，中間領域計装の中性子束高スクラム信号により

原子炉はスクラムし，制御棒全挿入となり，原子炉は未臨界状

態となり，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

 

重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はい

ない。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安

定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉周期短による制御棒

引抜阻止信号およびス

クラム信号のインター

ロックがない（警報の

み）ため，中間領域計

装の中性子束高信号

（各レンジフルスケー

ルの 95％）でスクラム

する。 
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・相違理由は本文参照。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.4.4〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

添付資料 5.4.6 

 

反応度誤投入における炉心の状態等の不確かさについて 

 

 

反応度誤投入事象の評価において炉心状態を「平衡炉心のサイ

クル初期」とし，「最大反応度価値制御棒及びその斜め隣接の制御

棒」が引き抜かれる想定をして評価している。実炉心においては

これらの想定と異なり，引抜制御棒価値，引抜制御棒反応度曲線，

スクラム反応度曲線，実効遅発中性子割合等のパラメータに不確

かさがあるため,有効性評価での想定とこれらの不確かさの影響

について以下にまとめた。 

 

 

 

 

１．感度解析の条件 

炉心状態の不確かさの影響を考慮するパラメータとして「解析

コードの APEX」の重要現象の特定を参考に「引抜制御棒価値」,

「引抜制御棒反応度曲線」,「スクラム反応度曲線」及び「実効遅

発中性子割合」の４つについて表１に示す感度解析を実施した。 

 

なお，原子炉初期出力及び初期燃料温度については既に「解析

コードの APEX」にて感度解析を実施していること，出力分布変化

は制御棒価値を厳しく設定し,さらに局所ピーキング係数が燃焼

寿命を通じた最大値となるようにしていることから今回対象とし

ていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.4.5 

 

反応度誤投入における炉心状態の不確かさの感度解析について 

 

1. はじめに 

  反応度誤投入事象の評価において炉心状態を「９×９燃料（Ａ

型）平衡炉心のサイクル初期」とし，「最大反応度価値制御棒及

びその対角隣接の制御棒」が引き抜かれる想定をして評価して

いる。しかし，実炉心においては想定と異なり，装荷燃料には

９×９燃料（Ｂ型）が含まれている場合，事象発生時期がサイ

クル末期である場合に加え，引抜制御棒価値，引抜制御棒反応

度曲線，スクラム反応度曲線及び実効遅発中性子割合等のパラ

メータに不確かさがあるため，有効性評価での想定とこれらの

不確かさの影響について以下にまとめた。 

 

 

2. 感度解析条件 

  炉心状態の不確かさの影響を考慮するパラメータとして「解

析コードのＡＰＥＸ」の重要現象の特定を参考に「引抜制御棒

価値」，「引抜制御棒反応度曲線」，「スクラム反応度曲線」及び

「実効遅発中性子割合」の 4つについて第 1表に示す感度解析

を実施した。 

  なお，原子炉初期出力と初期燃料温度については解析条件の

不確かさの影響評価にて感度解析を実施していること，出力分

布変化は制御棒価値を厳しく設定し，さらに局所ピーキング係

数が燃料寿命を通じた最大値となるようにしていることから今

回対象としていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.4.4 

 

反応度誤投入における炉心の状態等の不確かさについて 

 

 

反応度誤投入事象の評価において炉心状態を「平衡炉心のサイ

クル初期」とし，「最大反応度価値制御棒及びその斜め隣接の制御

棒」が引き抜かれる想定をして評価している。実炉心においては

これらの想定と異なり，９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃

料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡炉心，９×９燃

料（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡炉心の場合，事

象発生時期がサイクル末期である場合に加え，引抜制御棒価値，

引抜制御棒反応度曲線，スクラム反応度曲線，実効遅発中性子割

合等のパラメータに不確かさがあるため,有効性評価での想定と

これらの不確かさの影響について以下にまとめた。 

 

１．感度解析の条件 

炉心状態の不確かさの影響を考慮するパラメータとして「解析

コードのＡＰＥＸ」の重要現象の特定を参考に「引抜制御棒価値」,

「引抜制御棒反応度曲線」,「スクラム反応度曲線」及び「実効遅

発中性子割合」の４つについて表１に示す感度解析を実施した。 

 

なお，原子炉初期出力及び初期燃料温度については解析条件の

不確かさの影響評価にて感度解析を実施していることから今回対

象としていない。また，出力分布変化については，三次元沸騰水

型原子炉模擬計算コード（ＬＯＧＯＳ）にて評価した核定数をＡ

ＰＥＸコードの二次元領域へ縮約する過程で，軸方向及び径方向

に不確かさが生じるが，引抜制御棒価値を制御棒価値ミニマイザ

管理値である 1.0％Δkよりも厳しい 1.75％Δkに設定し,さらに

局所ピーキング係数が燃焼寿命を通じた最大値（燃焼度０MWd/t

における値）となるように設定することで，最高出力燃料集合体

の最高出力燃料棒の燃料エンタルピを評価していることから，今

回対象としていない。また，二次元領域への縮約操作に伴う不確

かさが燃料エンタルピへ与える影響は小さいことを，米国での設

計認証申請において適用実績があり，縮約を介さずに炉心三次元

体系で動特性解析を行うことができる三次元動特性解析コードＴ

ＲＡＣＧによる影響評価等によって確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は「解析コー

ドのＡＰＥＸ」記載の代

表ＡＢＷＲの結果を使

用しているが，東海第二

及び島根２号炉は各プ

ラントの評価結果を使

用している。 
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・引抜制御棒価値 

有効性評価において核的制限値を超えないように管理してい

る値（臨界近接時に おいては最大反応度価値を 1.0%Δk 以下

とすること）を超える制御棒価値として最大反応度価値制御棒

の斜め隣接の制御棒（平衡炉心サイクル初期）の 1.04%Δk を

設定している。そのため,感度解析を実施する上のノミナルな条

件としては管理値の 1.0%Δk を設定した。 

 

 

 

なお，制御棒反応度価値の影響については過渡解析「原子炉

起動時における制御棒の異常な引き抜き」に示されるように

3.5%Δk の価値を有する制御棒グループが引き抜かれた場合で

あっても反応度は１ドル未満（約 0.7 ドル）にとどまっている

ことから，今回の感度評価の影響確認の対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引抜制御棒反応度曲線 

有効性評価において表１に示すA 型平衡炉心のサイクル初期

を想定している。 

ノミナル条件としてサイクル初期及びサイクル末期での引抜

制御棒反応度曲線を 1.0%Δk に規格したものを考慮した。 

不確かさ評価としてサイクル初期及びサイクル末期の炉心状

態において,１ドル位置における引抜制御棒反応度印加率が B 

型の平衡炉心での印加率の変動を包絡するように設定した。 

 

 

 

感度解析に用いたサイクル初期及びサイクル末期の引抜制御

棒反応度曲線を図 1, 図 2 に示す。 

 

・スクラム反応度曲線 

 (1) 引抜制御棒価値 

   有効性評価において核的制限値を超えないように管理して

いる値（臨界近接時においては最大反応度価値を 1.0％Δk以

下とすること）を超える制御棒価値として最大反応度価値制

御棒の斜め隣接の制御棒（平衡炉心サイクル初期）の約1.71％

Δkを設定している。そのため，感度解析を実施する上のノ

ミナルな条件としては管理値の 1.0％Δkを設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 引抜制御棒反応度曲線 

   有効性評価において第 1表に示すＡ型平衡炉心のサイクル

初期を想定している。 

感度解析のノミナル条件として，サイクル初期及びサイク

ル末期での引抜制御棒反応度曲線を 1.0％Δkに規格化した

ものを考慮した。 

   サイクル初期の感度解析の不確かさ評価として，1ドル位

置における引抜制御棒反応度印加率がＢ型の平衡炉心での印

加率の変動を包含するように設定した。 

 

 

   感度解析に用いたサイクル初期及びサイクル末期の引抜制

御棒反応度曲線を第 1図，第 2図に示す。 

 

 (3) スクラム反応度曲線 

・引抜制御棒価値 

「９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ燃料が装荷されるまでの

サイクル」において核的制限値を超えないように管理してい

る値，「ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降」における核的制

限値（臨界近接時においては最大反応度価値を 1.0％Δk 以

下とすること）を考慮し，引抜制御棒価値 1.0％Δkをノミナ

ル条件として設定した。本制御棒価値は，炉心状態によらず

それ以下に管理する管理値であることから，感度解析でも同

一の条件とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引抜制御棒反応度曲線 

有効性評価において表１に示す９×９燃料（Ａ型）平衡炉

心サイクル初期を想定している。 

ノミナル条件としてサイクル初期及びサイクル末期での引

抜制御棒反応度曲線を 1.0％Δkに規格したものを考慮した。 

不確かさ評価としてサイクル初期及びサイクル末期の炉心

状態において,１ドル位置における引抜制御棒反応度印加率

が９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭ

ＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡炉心，９×９燃料（Ｂ型）及

びＭＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡炉心での印加率の変動を

包絡するように設定した。 

感度解析に用いたサイクル初期及びサイクル末期の引抜制

御棒反応度曲線を図１, 図２ に示す。 

 

・スクラム反応度曲線 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 は，誤引抜さ

れる制御棒の反応度価

値が約 1.04％Δｋであ

り，過渡解析の解析条件

方法の方が厳しいが，東

海第二及び，島根２号炉

の過渡解析の条件（制御

棒の反応度価値は

1.3％Δｋ）は本評価に

包含される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 
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有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評価

を実施しており，感度解析においてはサイクル末期の炉心状態

のスクラム反応度曲線の影響についても確認した。 

 

・実効遅発中性子割合 

有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評価

を実施しており，感度解析においてはサイクル末期の炉心状態

の実効遅発中性子割合の影響についても確認した。 

 

 

 

 

２．感度解析の結果 

解析結果を表２にまとめた。サイクル初期及びサイクル末期の

不確かさを考慮したケースにおいても１ドルを超えるケースとは

ならず，最大の投入反応度は不確かさ評価（サイクル末期）の

0.6144 ドルであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのため，これらの不確かさを考慮しても,燃料エンタルピの増

加に伴う燃料の破損は発生せず，事象は収束して安定状態に導か

れることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

   有効性評価においては第 1表に示すサイクル初期を想定し

て評価を実施しており，感度解析においては，サイクル末期

の炉心状態のスクラム反応度曲線の影響についても確認し

た。 

 (4) 実効遅発中性子割合 

   有効性評価においては第 1表に示すサイクル初期を想定し

て評価を実施しており，感度解析においては，サイクル末期

の炉心状態の実効遅発中性子割合の影響についても確認し

た。 

 

 

 

3. 感度解析結果 

  解析結果を第 2表にまとめた。サイクル初期及びサイクル末

期並びにＢ型の平衡炉心の炉心状態とした場合においても，最

大の投入反応度は感度解析（サイクル末期，Ｂ型の平衡炉心で

の印加率の変動を包含）の約 1.16 ドル（燃料エンタルピ最大

値：約 80kJ／kgＵＯ２，燃料エンタルピの増分の最大値※：約

72kJ／kgＵＯ２）であり，「発電用軽水型原子炉施設の反応度投

入事象評価指針」に示された燃料の許容設計限界の最低値であ

る 272kJ／kgＵＯ２を超えることはない。また，「発電用軽水型

原子炉施設の反応度投入事象における燃焼の進んだ燃料の取扱

いについて」に示された燃料ペレット燃焼度 65,000MWd／t以上

の燃料に対するペレット－被覆管機械的相互作用を原因とする

破損を生じるしきい値の目安である，ピーク出力部燃料エンタ

ルピの増分で 167kJ／kgＵＯ２を用いた場合においても，これを

超えることはなく燃料の健全性は維持される。 

※ 燃料エンタルピの最大値から初期エンタルピ（8kJ／kg

ＵＯ２）を引いた値 

 

 

有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評

価を実施しており，感度解析においてはサイクル末期の炉心

状態のスクラム反応度曲線の影響についても確認した。 

 

・実効遅発中性子割合 

有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評

価を実施しており，感度解析においてはサイクル末期の炉心

状態の実効遅発中性子割合の影響及びＭＯＸ燃料 228 体を装

荷した平衡炉心における実効遅発中性子割合の影響について

も確認した。 

 

 

２．感度解析の結果 

解析結果を表２にまとめた。サイクル初期及びサイクル末期並

びに９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯ

Ｘ燃料 228 体を装荷した平衡炉心，９×９燃料（Ｂ型）及びＭＯ

Ｘ燃料 228 体を装荷した平衡炉心の炉心状態の不確かさを考慮し

たケースにおいても，最大の投入反応度は感度解析（サイクル末

期，９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯ

Ｘ燃料 228 体を装荷した平衡炉心，９×９燃料（Ｂ型）及びＭＯ

Ｘ燃料 228 体を装荷した平衡炉心での印加率の変動を包含）の約

1.21 ドルで，燃料エンタルピの最大値は約 68kJ/kg であり，「発

電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」に示

された燃料の許容設計限界値以下である。また，燃料エンタルピ

の増分の最大値は約60 kJ/kgであり，ペレット燃焼度65,000MWd/t

以上の燃料に対するＰＣＭＩ破損しきい値の目安としてピーク出

力部燃料エンタルピの増分で 167 kJ/kg（40cal/g）を用いた場合

においても，これを超えることはなく燃料の健全性は維持される。 

そのため，これらの不確かさを考慮しても,燃料エンタルピの増

加に伴う燃料の破損は発生せず，事象は収束して安定状態に導か

れることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉，東海第二

は投入される反応度が

１ドルを超えるためＳ

ＣＡＴ（ＲＩＡ用）を用

いて燃料エンタルピの

評価を実施。 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，高速ス

クラムプラントであり，

従来スクラムプラント

より，速やかに制御棒が

挿入されるため，相対的

にエンタルピの値は小

さくなる。 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＡ型燃

料，Ｂ型燃料，ＭＯＸ燃

料を考慮する。 
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・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

炉心設計の相違。 
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図１. 引抜制御棒反応度曲線（サイクル初期） 

 

 

 

図２. 引抜制御棒反応度曲線（サイクル末期） 

 

 
第 1 図 引抜制御棒反応度曲線（サイクル初期） 

 

 

 

第 2 図 引抜制御棒反応度曲線（サイクル末期） 

 

 

 

図１ 引抜制御棒反応度曲線（サイクル初期） 

 

 

 

図２ 引抜制御棒反応度曲線（サイクル末期） 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 炉心設計の相違。 
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